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午前１０時００分 開議

○議長（小比類巻正規君） おはようござい

ます。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

はじめに、本日、北海道で発生した地震に

より被災された皆様に対しまして心からお悔

やみとお見舞いを申し上げます。

─────────────────

◎北海道胆振地方中東部地震に関す

る市長報告

○議長（小比類巻正規君） 会議に入る前

に、市長より特に発言の申し出がありますの

で、この際、発言を許します。

市長。

○市長（種市一正君） おはようございま

す。

議長のお許しをいただき、本日未明に発生

いたしました北海道胆振地方中東部地震にて

被害に遭われました被災者にお見舞いとお悔

やみを申し上げます。

この地震により、三沢市では青森県からの

派遣要請を受け、三沢市消防本部から隊員９

名及び所有車両２台の緊急消防援助隊を本日

北海道へ派遣いたしました。市では全面的に

震災と考えております。

また、修学旅行で北海道へ訪れている上久

保小学校６年生の児童５４名と校長先生以下

６名の先生方の安否確認をいたしたところ、

全員無事であるとのことが確認できましたの

で、御報告申し上げます。

以上であります。

─────────────────

○議長（小比類巻正規君） これより、本日

の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（小比類巻正規君） 日程第１ 市政

に対する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

遠藤泰子議員の登壇を願います。

○５番（遠藤泰子君） ５番、拓心会遠藤泰

子でございます。

今回一般質問いたしますのは、障害者雇用

について、高齢者が活躍できるまちづくりに

ついて、居宅介護住宅改修の運用についての

３点となっております。いずれも当市におけ

る今後の福祉施策の取り組みをお伺いするも

のであり、２０年後、３０年後の明るい未

来、将来的な視点で、市民が三沢市に住んで

いてよかったと思えるように願いまして質問

いたしますので、よろしくお願いいたしま

す。

はじめに、障害者雇用についてでありま

す。

障害者の就労につきましては、障害者がご

く普通に地域で暮らし、地域の一員としてと

もに生活できる共生社会の実現の理念のも

と、全ての事業主には法定雇用率以上の割合

で障害者を雇用する義務があります。この法

定雇用率は、平成３０年４月１日から従業員

４５.５人以上の民間企業では２.２％、国・

地方公共団体等においては２.５％に拡大さ

れたところであります。

残念なことに、中央省庁の障害者雇用数の

水増し問題が表面化し、さらに複数の都道府

県等においても水増しを行っていたとの報道

がありました。率先して障害者雇用を進める

べき機関が、法で定められた雇用率を達成し

ていないということは、あってはならないこ

とであります。

私は、この障害者雇用の水増し問題につい

ては、単に雇用率という数値が足りなかった

ということではなく、根底には障害を持つ方

への理解が足りないことが起因しているもの

と考えております。

御承知のとおり、障害の種類には、大きく

分けて身体障害、知的障害、精神障害があり

ます。さらに、部位ごと、機能障害ごとに細

分化され、重度から軽度まで個々によってさ

まざまであります。一人一人の障害状況やス
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キルの取得状況、本人の希望、意欲に応じた

職種とのマッチングが必要であります。

私は、これまでの出会いの中で、手話を通

じた聴覚障害を持つ友人、車椅子選手を通じ

た下肢の不自由な友人など多くの方と接して

まいりました。例えば下肢が不自由でも、パ

ソコンを使いこなした事務系の仕事、設計・

デザイン系の仕事など、すばらしい技術を

持って職につき活躍されている方も多く知っ

ております。その方たちと接する中でいつも

感じることは、活躍している方の周りには障

害について理解をしている方々が多くいると

いうことであります。その環境こそが、仕事

をする上で、また、生活していく上で重要な

役割を果たすものであると思っています。

そうした個々の障害に対し理解を持つ環境

をつくっていくこと、あるいは、就職に向け

た就労移行支援の充実を図っていくことは、

公的機関、とりわけ住民に一番近い地方自治

体の大きな役割ではないでしょうか。

２０２０年のパラリンピック、当市におい

てカナダのウィルチェアーラグビーチームの

事前合宿がこれから動き出します。東奥日報

によると、事前の合宿地として当市を選んだ

決め手として、バリアフリー化と三沢市の積

極的な協力姿勢を挙げ、障害者にとって暮ら

しやすい環境をつくろうという姿勢も高く評

価しているとありました。

大変すばらしいことであるとは思います

が、市内には車椅子選手で活躍されている方

がおられます。ラグビーに限らず強い見識を

持って、ぜひともハード面、ソフト面の双方

においてのバリアフリー、さらに２０２０年

以降のレガシーとして未来に誇れる環境づく

りを目指していただきたく思います。

障害者を取り巻くこのような動きの中、市

内の障害者雇用に関する質問でありますが、

申し上げてきたとおり、雇う側に対しては障

害種別ごとのさらなる理解拡大が必要であ

り、障害を持つ方に対しては就職に向けたス

キルアップの支援の充実が必要であると思い

ます。

１点目は、市内の事業所等の障害者雇用に

ついて、障害種別ごとの雇用状況について市

は把握しているのかお伺いいたします。

２点目は、障害に対する理解の拡大、就労

支援の取り組みなど、今後、どのように障害

者雇用を進めていくのかお伺いいたします。

次に、高齢者が活躍できるまちづくりにつ

いてであります。

第二次三沢市総合振興計画では、国立社会

保障・人口問題研究所による２０３０年の当

市の人口予測として３万６,０５０人と記載

されています。もちろん、少子化や人口の減

少は当市のみの課題ではなく、日本全体の社

会問題でありますが、当市の課題は転出が転

入を上回ることによる減少問題も加わり、未

来の三沢を想像したとき、厳しさを感じずに

はいられません。

住みやすい自治体と住みにくい自治体、生

き生きとした地域とそうでない地域、さまざ

まな要素が絡み合って、選ばれる自治体と選

ばれない自治体に色分けされてまいります。

当市においても、定住化対策については重要

施策として工夫を凝らし、一生懸命取り組ん

でいると思います。

今後においても、当市の持つストロングポ

イントをこれまで以上に生かす取り組みが必

要であり、選ばれる自治体となるよう私自身

もできる限り頑張ってまいりたいと思ってい

ます。

私は、福祉の現場の仕事、とりわけ高齢者

のかかわりが多かったことから、高齢者が生

きがいを持って生活してもらいたいと常々思

いながら仕事をしてまいりました。

高齢者にとって生きがいのあるまち、活躍

できるまちづくりは、高齢者のためだけでは

ありません。ユニバーサルデザイン、バリア

フリー化は、どなたにも優しいまちづくりで

ありますし、人生の中で誰もが通る道であり

ます。そして、地域で高齢者が活躍すること

は、地域の活性化への一歩であるとともに、

子育て世代への応援、地域ぐるみの手助けに

もつながります。
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三沢市を選んでいただいた市民が高齢に

なったとき、後悔することなく三沢市・三沢

に住んでよかったと思ってもらえるような、

雇用の拡大も含めて高齢者が地域で活躍でき

るまちづくりの視点が必要であると考えます

が、第二次三沢市総合振興計画からは見てと

れません。このことについてどのような見解

を持っておられるのかお伺いします。

次に、居宅介護住宅改修の運用についての

問題であります。

国の居宅介護住宅改修費の取り扱いが一部

改正され、それに伴い当市の運用方法につい

て変更されました。市の通知によると、今回

の改正は、住宅改修に対しては改修事業者３

社以上の見積もりを徴取し、申請に全て添付

することとなりました。このことにより対応

するケアマネジャーは、立ち会い上の負担が

増加することになりました。また、利用者に

とっても、３社以上の改修業者と対応するこ

とは負担が大きいものと思います。

日本介護支援専門員協会のホームページに

よりますと、今回の改正は社会保障審議会介

護保険部会の介護保険制度の見直しに関する

意見の中で、複数の住宅改修事業者から見積

もりをとるよう介護支援専門員が利用者に対

して説明することを踏まえた対応であり、利

用者が複数の見積もりをとるか否かは任意で

あるが、利用者への説明を明確にするもので

あると掲載されております。

当市においては、より積極的に実施したい

ということで今回の改正に至ったものと理解

しておりますが、国の改正内容は３社以上の

見積もりを要求しておらず、介護支援専門員

が複数の事業者から見積もりをとってくださ

いねと説明すれば足りるものであり、今回の

当市の対応は、介護現場からは非常にやりに

くくなったとの声が聞こえております。

このことから、ほかの自治体の状況はと思

い、幾つかの自治体の介護支援専門員に伺っ

たところ、そのような運用はしていないとの

回答がありました。このことから、国の改正

内容の狙いや住宅改修に係る現場をきちんと

理解した上での今回の変更であるのか、疑問

を感じたところであります。

御承知のとおり、介護の仕事は現場の対応

がメーンです。デスクワークではありませ

ん。そして、その軸となるのが介護支援専門

員であります。できれば、市の改正通知を出

す前に、介護支援専門員等に対して運用方法

についての協議あるいは丁寧な説明を行うべ

きではなかったかと思うところであります。

加えて、考慮すべきところとして、住宅改

修事業は、あくまで個人の財産についての改

修工事するものであり、公的な施設の修繕と

は異なるものであると考えております。

個人の住宅改修で類似するものとしては、

新築住宅リフォーム事業が挙げられますが、

それらも３社以上の見積もりを要求している

のであれば、三沢市のローカルルールとして

一貫性があるものと考えますが、それらとの

整合性を考慮せず、介護現場における住宅改

修工事のみ国の要求以上の対応を求めるので

あれば、一貫性がないのではないかと考える

ところであります。

今回の市からの改正通知により、介護住宅

改修に抑制がかかり、利用者が減少すること

や、改修をしないことで検討するなど、介護

度が重度化する事例が出ないことを願いつつ

の質問となります。

１点目は、県内において３社以上の見積も

りを要求している自治体はどれだけあるのか

お伺いします。

２点目は、県内において自治体が改修事業

者を決定しているところはどれだけあるのか

お伺いいたします。

３点目は、今回の市からの改正通知によ

り、利用者や介護支援専門員の負担増大とな

り利用しにくくなると思われますが、どう考

えているのかお伺いします。

以上、壇上からの質問を終わります。御答

弁をよろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの遠藤

泰子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。
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市長。

○市長（種市一正君） ただいまの遠藤議員

御質問の行政問題の第２点目、高齢者が活躍

できるまちづくりについては私から、そのほ

かにつきましては担当部長からお答えをさせ

ますので、御了承願いたいと存じます。

近年、全国的に少子高齢化、人口減少が進

む中にあって、労働力の不足が大きな社会問

題になっております。また、地域コミュニ

ティーの維持や活性化にもその影響が出てお

り、これらの対策が喫緊の課題とされており

ます。

このような中、当市におきましては、平成

２８年３月に人口減少問題に対応し地方創生

を実現するための指針として策定した、三沢

市まち・ひと・しごと創生総合戦略におい

て、その施策の一つに高齢者の活躍の場の確

保、生きがいづくり等の機会の提供や社会参

加への支援に努めることを掲げております。

また、今年度からスタートいたしました第

二次三沢市総合振興計画においても、１０の

施策の中の一つであります、いわゆる互いに

支え合うまちづくりの項目の中に、地域で活

躍する積極的な市民をふやすよう地域活動、

町内会、人づくりの推進を図っていくことと

いたしております。

今後におきましては、高齢者の方々が持つ

知識・技術あるいは経験を大いに発揮してい

ただき、働く喜び、社会に貢献できる喜びを

感じていただけるような環境づくりに取り組

んでまいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 経済部長。

○経済部長（山本 優君） 行政問題の障害

者雇用についての第１点目、市内事業所等の

障害者雇用の状況についてお答えいたしま

す。

障害者の雇用については、障害者の雇用の

促進等に関する法律において、労働者に占め

る障害者の雇用割合を一定率以上にすること

が義務づけられておりますが、現在、この率

は、４５.５人以上雇用する民間企業の事業

主については２.２％以上となっておりま

す。また、対象となる事業主は、毎年６月１

日時点の障害者の雇用状況を厚生労働大臣に

報告することが義務づけられておりますこと

から、青森労働局に市内事業所の雇用率を確

認いたしましたところ、平成２７年は１.９

３％、２８年は２.０７％、２９年は２.１０

％であるとのことでありました。

平成３０年３月までは、民間企業の法定雇

用率が２.０％以上とされておりましたの

で、平成２８年以降は法定雇用率を満たして

いるとともに、増加傾向にありますことか

ら、障害者雇用は着々と浸透してきているも

のと考えております。

しかしながら、法定雇用率が引き上げられ

ておりますことから、三沢公共職業安定所管

内の民間事業者と商工会や各種業界団体に行

政も加わり組織している三沢地区雇用対策協

議会において、今後も障害者等就職困難者の

雇用促進対策に取り組み、障害者雇用率の向

上に向けた活動を行ってまいりたいと考えて

おります。

なお、御質問の障害種別ごとの雇用状況に

ついては、青森労働局では公表していないと

のことであります。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 行政問題の

第１点目、障害者雇用についての御質問中、

市内事業所等の障害者雇用について、今後、

どのように進めていくのかについてお答えい

たします。

当市では、国の基本指針に基づき平成３０

年４月に策定した第５期障害福祉計画及び第

１期障害児福祉計画の基本目標の中で、障害

者の自立支援を目的とした就労支援の強化を

掲げております。

障害者就労支援事業といたしましては、三

沢市障害者支援協議会の中で関係する障害者

支援事業所や特別支援学校、行政などが連携

を図りながら研修会の実施や先進事例の研

究、障害者雇用促進に向けたシンポジウムを
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開催するなど、障害者雇用の周知・啓発に取

り組んでいるところであります。

また、特別支援学校の生徒の現場実習先を

開拓し、障害者雇用の実情を理解していただ

くために、教諭とともに市内の企業を訪問、

さらには中小企業家同友会の研修会におい

て、障害者に関する基礎知識や特性について

の講演を行うなど、理解促進を図ってまいり

ました。

障害者就労移行支援事業のこれまでの成果

といたしましては、福祉サービス事業所を利

用し一般企業に就労移行した障害者は、平成

２５年度から昨年度までに２１名となってお

ります。

また、市内の企業や障害者支援事業所、教

育機関、公共職業安定所など、多方面の関係

機関が会員となり組織している三沢地区障が

い者就労支援連絡会では、障害者の雇用促進

と安定を目的に研修や障害者の実習、企業体

験などの事業を行うことで、障害者の就労支

援につなげるなどの取り組みを進めていると

ころであります。

障害者の雇用を拡大していくためには、雇

用する事業者の障害に関する理解が大変重要

になることから、今後におきましても関係機

関と連携しながら市内の企業・事業所に対す

る理解促進のための各種事業、また、雇用の

開拓として農業分野との連携事業など、調査

研究し取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

続きまして、福祉問題の第１点目、居宅介

護住宅改修の運用についてお答えいたしま

す。

要介護の高齢者の在宅生活を支える観点か

ら、手すりの取りつけや段差の解消などに係

る費用を補助する介護保険の住宅改修のルー

ルの一部について、国は本年７月、居宅介護

住宅改修費及び介護予防住宅改修費の支給に

ついてを改正し、保険者による介護給付適正

化の一環として取り組むよう全国の保険者に

向け通知いたしました。

今回の見直しは、この通知を受けまして、

住宅改修の実施に当たって複数からの見積も

りをとるよう、ケアマネジャーが利用者に説

明することを新たに義務づけたものでござい

ます。そのことにより利用者に経済的な事業

者選定を促すことで、合理的かつ経済的な視

点が取り入れられ、介護給付の適正化につな

げるものであります。

当市では、この取り組みに当たり、見積も

りの徴取及び工事価格の選定は、妥当性及び

選定に当たっての利便性の観点から３社見積

もりによることとし、保険者としてより確実

を期すため、申請の際、徴取した３社の見積

もりの提出を求めることとしたものでありま

す。

御質問の第１点目、県内で３社以上の見積

もりを要求している自治体はどれだけあるの

かについてお答えいたします。

県内９市及び近隣町村を中心に聞き取り調

査を行ったところ、改正後間もないため方針

の定まっていない自治体がほとんどの中、見

積もりの提出について検討中と回答した自治

体が２市１町ございました。

御質問の第２点目、県内で改修事業者の決

定をしている自治体はどれだけあるのかにつ

いてお答えいたします。

当市の場合、申請者がみずから選定した改

修事業者による施工内容で申請がなされ、こ

れを審査、承認の上で給付決定するものとし

ておりますが、これについては聞き取りした

全ての自治体において同様でありました。

御質問の第３点目、利用者やケアマネ

ジャーの負担増大についてどう考えているか

についてお答えいたします。

見積もりの複数徴収による負担増加につき

ましては、３社見積もりのルールの定着が進

むことで、利用者及びケアマネジャーあるい

は改修事業者においても負担感は軽減されて

いくものと考えております。

また、地域ケア会議などケアマネジャーと

の情報共有の機会を活用し、住宅改修の業務

に当たる現場の意見を吸い上げながら改善を

重ねていくことで、３社見積もりのルールを
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より効果的に運用できるようになっていくも

のと考えております。

今回の改正は、利用者のメリットとして、

複数の見積もりで適正な改修費とすること

で、利用者負担額の軽減にもつながり、ひい

ては利用者本位の介護保険事業の運営という

趣旨にもかなうことにもなることから、当市

の介護給付適正化の一環として非常に重要な

取り組みであると考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 遠藤泰子議員。

○５番（遠藤泰子君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

行政問題の第１点目、障害者雇用につきま

しては、経済部長と福祉部長からそれぞれ御

答弁ありがとうございました。

今回、質問いたしましたのは、一部障害者

の保護者からの声として、まだまだ不安があ

るとの声があったのも事実でございます。先

ほどの説明の中で、今後も関係機関と連携を

とりながら障害者の立場あるいは障害者の保

護者の立場で考え、就労支援、障害者雇用に

取り組んでいただけるということでありまし

たので、今後もよろしくお願いいたします。

再質問はございません。

あと、障害問題の２点目、高齢者が活躍で

きるまちづくりについて市長のほうから、今

後も高齢者が活躍できる場を検討していきた

いとの御答弁がありましたので、高齢者が活

躍していけるまちは、必ず住んでよかったと

市長が常々お話ししているまちになると思い

ますので、今後もよろしくお願いしたいと思

います。

再質問はありません。

福祉問題について１点だけ再質問いたしま

す。

先ほど福祉部長から答弁いただきました回

答でありますが、今回、質問いたしましたの

は、改正に伴う運用方法を変更する過程に疑

問を生じたからであります。

先ほども申し上げましたけれども、福祉の

仕事は人対人の現場がメーンサイトです。改

修してなれていってその制度がということと

か、いろいろありましたけれども、実際のと

ころ、介護保険は本当に利用者本位というこ

とであれば、市が３社見積もりを全部出して

いただいて、その上で決定するということ

は、利用者本位の考えからは外れていくのか

なという思いがあります。現場の声を聞い

て、喜ばれる適切な介護体制をつくっていく

べきだと私は思っております。

私としては、運用方法の変更を決定する前

に、もっともっとケアマネジャーとかいろい

ろなところで協議をし、他市等の状況も調査

し……。他市と比べて調査したということで

ありますが、新しいことをやっていくという

ことは、ある意味ですごくいいことだなと思

いますが、それが本当にケアマネジャーとか

利用者とか、その方にとって本当にいいもの

かどうかということを改めて考えていただい

て、決めるときにはさらにシミュレーション

をし、３社の見積もりを御本人がとるという

ことに当たってどのような作業が必要である

かとか、ケアマネジャーが３社をとるという

こととか、３社を決めるに当たってのシミュ

レーションをもっともっとちゃんとしても

らって進めていけばよかったのではないかと

思っています。

国からの改正通知があった後、どのような

過程を経てやったかということに関しては、

もう少し具体的に御説明いただければと思い

ます。よろしくお願いします。

○議長（小比類巻正規君） 福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 再質問の改

正するまでにどのような過程を踏んだのかと

いう御質問にお答えいたします。

今回の改正内容につきまして、先ほどお話

しありましたけれども、ケアマネジャーのほ

うの説明ですが、地域会議の場で、ケアマネ

ジャーと情報共有を図ることを目的にした会

議でありますので、その席で詳細に御説明は

しております。

改正までの過程ということでございます。

当市におきましても、これまで工事価格等に
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ばらつきがあったということでありましたの

で、積算内容を確認する必要があるという判

断をいたしまして、複数見積もりを適用する

ことになったということでございます。

住宅改修につきましては、簡単な手すりの

取りつけから大がかりな床の張りかえ、トイ

レの取りかえなど、工事価格にも幅がありま

す。金額の少ないものについては、条件を緩

和するなどの見直しについては、今後、検討

していきたいというふうに考えております。

今回の改正につきましては、８月からの運

用となっておりまして、スタートしたばかり

でございます。今後につきましても、引き続

き現場の意見を取り入れながら適正な運用を

してまいりたいと考えておりますので、御理

解いただきたいと思います。

○議長（小比類巻正規君） 遠藤泰子議員。

○５番（遠藤泰子君） 説明もあったという

ことでありますので、例えば積算の部分で話

をしたところによると、積算がばらばらとい

うこともありましたということもあります

が、そういうことについては、例えば自治体

の中での建築関係のほうの部署を経由してい

くという自治体もありましたので、その辺も

参考にしながら、いろいろな改正が今後も出

てくると思います。役所の都合のみという

か、押しつけるのではなく、介護を受ける

方、支える方として本当に喜ばれるように、

少なくとも不満が出ないように進めていただ

きたいと思います。

再々質問はありませんので、ありがとうご

ざいました。

○議長（小比類巻正規君） 以上で、遠藤泰

子議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

瀬崎雅弘議員の登壇を願います。

瀬崎雅弘議員。

○６番（瀬崎雅弘君） おはようございま

す。

市民クラブの瀬崎雅弘が、通告に従いまし

て一般質問をさせていただきます。

まずは、福祉問題の１件目、障害者福祉に

ついて伺います。

障害がある人を取り巻く環境は、近年、大

きく変化しており、国においては２０１６年

４月に障害者差別解消法が施行され、さらに

２０１８年４月には障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律、いわ

ゆる障害者総合支援法が施行されました。ま

た、同年４月には障害者雇用促進法の一部が

改正され、雇用の分野における障害者に対す

る差別の禁止及び障害者が職場で働くに当

たっての支障を改善するための措置を定める

とともに、障害者の雇用に関する状況に鑑

み、精神障害者を法定雇用率の算定基礎に加

える等の措置を講ずると改正されました。

この改正により禁止される差別や合理的配

慮の内容として、次のことが想定されていま

す。

障害者に対する差別の具体的例として、募

集・採用の機会では、身体障害、知的障害、

精神障害、車椅子の利用、人工呼吸器の使用

などを理由として採用を拒否することなど。

さらに、賃金の決定、教育訓練の実施、福利

厚生施設の利用などでは、障害者であること

を理由に賃金を引き下げること、低い賃金を

設定すること、昇給をさせないこと、研修・

現場実習を受けさせないこと、食堂や休憩室

の利用を認めないなどがあります。

また、合理的配慮の主な具体的例として、

募集・採用の配慮に関して、問題用紙を点

訳・音訳すること、試験などで拡大読書器を

利用できるようにすること、試験の解答時間

を延長すること、回答方法を工夫することな

どがあります。また、施設の整備、援助を行

うものの配慮として、車椅子を利用する方に

合わせて机や作業台の高さを調整すること、

文字だけでなく口頭での説明を行うこと、口

頭だけでなくわかりやすい文章、絵図を用い

て説明すること、筆談ができるようにするこ

と、手話通訳者、要約筆記者を配置・派遣す

ることなどが挙げられます。

一方、法定雇用率の算定基礎の見直しにつ

いては、法定雇用率の算定基礎の対象に新た
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に精神障害が追加され、法定雇用率は原則５

年ごとに見直しとなります。この結果、法定

雇用率が、民間企業では２.２％に、国・地

方公共団体では２.５％に引き上げられまし

た。

このような状況の中、三沢市は本年４月に

三沢市第５期障害福祉計画及び三沢市第１期

障害児福祉計画を策定されました。この計画

は、２０１８年度から２０２０年度までの３

年間が計画期間とされ、本計画の基本目標と

して、自己決定の尊重と意思決定の支援、障

害種別によらない一元的な障害福祉サービス

の提供、地域生活移行の推進と就労支援の強

化、地域共生社会の実現に向けた取り組み、

障害児の健やかな育成のための発達支援の五

つの基本目標を掲げられています。

先般、市民クラブで大分県の別府市を行政

視察しました。視察内容は、共生社会形成事

業についてであり、別府市では２０１４年４

月１日から別府市障害がある人もない人も安

心して安全に暮らせる条例、通称ともに生き

る条例を施行し、障害の有無にかかわらず誰

もが安心して安全に暮らせることができる社

会、いわゆる共生社会の実現に向けた取り組

みを推進していました。

条例に基づく具体的な施策として、障害理

解の啓発、市におけるＰＤＣＡによる合理的

配慮の推進、差別等事案を解決するための仕

組み、親亡き後等の問題を解決する施策の取

り組みを実施しました。

三沢市は、三沢市第５期障害福祉計画及び

三沢市第１期障害児福祉計画に基づき各種事

業を推進していますが、三沢市の障害者福祉

の取り組みに対して、次の点について伺いま

す。

１点目は、少子高齢化が進む現状におい

て、共生社会形成のためには市民の皆様に対

する障害への理解が重要と思います。三沢市

の市民の皆様に対する障害への理解促進にか

かわる取り組みについて伺います。

２点目は、本年４月に障害者雇用促進法の

一部が改正され、国・地方公共団体では法定

雇用率は２.５％に引き上げられました。三

沢市は、昨年度から三沢市役所職員採用試験

の試験職種に新たに一般事務としての身体障

害者を設定し、若干名採用としました。三沢

市役所の過去５年間の障害者雇用数と実雇用

率について伺います。

次に、福祉問題の２件目、認知症施策につ

いて伺います。

日本における認知症の高齢者人口の将来推

計に関する研究によりますと、国内の認知症

の人の数はふえ続け、２０１２年に約４６２

万人、６５歳以上の高齢者の約７人に１人と

推定されています。正常と認知症との中間の

状態である軽度認知障害と推定される約４０

０万人を合わせると、高齢者の約４人に１人

が認知症の人またはその予備軍と言われてい

ます。

高齢化の進展に伴い、今後、認知症の人は

さらに増加が見込まれており、いわゆる団塊

の世代が７５歳以上となる２０２５年には、

認知症の人は約７００万人前後となり、高齢

者に対する割合が現在の約７人に１人から約

５人に１人に上昇することが見込まれていま

す。

このような現状において、三沢市は本年３

月に、高齢者が可能な限り住みなれた地域

で、その有する能力に応じて充実した日常生

活を営むことを可能とするため、十分な介護

サービスの確保のみにとどまらず、医療、介

護、予防、住まい及び生活支援が包括的に確

保される地域包括ケアシステムの構築を目指

すとともに、明るく活力ある超高齢社会の構

築と高齢者の尊厳を支える地域ケア体制の確

立、介護保険制度を持続可能とするための政

策目標を定め、その実現に向かって取り組む

べき施策展開の方向を示した三沢市高齢者福

祉計画第７期介護保険事業計画を策定しまし

た。

その中で、特に認知症施策については、認

知症初期集中支援チームの運営活用の推進、

認知症地域支援推進員の活動の推進、認知症

カフェの開設、地域見守りネットワーク構築
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による支援、相談体制の充実、認知症サポー

ターの養成と活用、認知症に対する知識の普

及・啓発と記載されています。

先般、市民クラブで熊本県の山鹿市を行政

視察しました。視察内容は、認知症地域支援

体制にかかわる各種事業についてでありま

す。

山鹿市も同様な施策を推進していました

が、特に認知症サポーター養成については、

サポートリーダー養成講座や子どもサポー

ター養成講座を開設し、市民、小中学生、高

校生、企業等を対象として認知症の理解や支

援のあり方、また、サポートリーダー地域交

流会を開催し、地域の課題の検討、活動計画

報告を実施するなど、多くの事業を実施して

いました。さらに、認知症ＳＯＳ捜索声かけ

模擬訓練と称して、捜索手順や発生したとき

の対応を学ぶ訓練を実施していました。

三沢市は、認知症施策として、毎年、認知

症サポーター養成講座を開催し、サポーター

養成を実施しています。また、２０１６年１

１月に、認知症の人やその家族への支援を効

果的に行うため、認知症地域支援推進員１名

を配置、１２月には、地域包括支援センター

の看護師、保健師、社会福祉士等による認知

症初期集中支援チームを整備する等、各種事

業を推進しています。これら各種事業の実施

状況を踏まえて、次の点について伺います。

１点目は、２０１６年に配置された認知症

地域支援推進員と認知症初期集中支援チーム

の運営状況について伺います。

２点目は、認知症に対する知識の普及・啓

発に対して、本計画では、認知症高齢者の家

族や介護保険サービス事業者などに対して認

知症の理解を深めるための講座等を開催する

としていますが、山鹿市は小中高校生を対象

とした認知症についての理解や支援のあり方

について、認知症子どもサポーター養成講座

を開設していますが、三沢市として小中高校

生及び企業に対する認知症の理解と普及に対

する市の取り組みについて伺います。

３点目は、今後、団塊の世代が７５歳以上

となる２０２５年には、認知症の人が約７０

０万人前後になり、高齢者に対する割合は現

在の約７人に１人から約５人に１人に上昇す

ることが見込まれる現状において、三沢市は

認知症の高齢者が迷子になった場合、三沢警

察署と連携し、協力参加を呼びかけ、捜索の

協力に支援するＳＯＳネットワーク・あんし

んねっとを構築していますが、ＳＯＳネット

ワーク・あんしんねっとの事業のこれまでの

実績について伺います。

以上で、私の一般質問を終わります。答弁

をよろしくお願いします。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの瀬崎

雅弘議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの瀬崎議員

御質問の福祉問題の障害者福祉についての第

１点目、障害の理解促進にかかわる三沢市の

取り組みについては私から、その他につきま

しては担当部長からお答えをさせますので、

御了承願いたいと存じます。

障害のある方が日常生活及び社会生活を営

む上で、障害の有無にかかわらず地域、暮ら

し、生きがいをともにつくり、高め合うこと

ができるようにするためには、市民一人一人

が障害についての理解を深め、地域共生社会

の実現が必要不可欠であります。そのため、

障害者総合支援法に基づき市町村で実施する

支援事業の中でも、理解促進事業は必須事業

の一つとなっております。

当市におきましては、第５期障害福祉計画

及び第１期障害児福祉計画の基本目標の一つ

に地域共生社会の実現に向けた取り組みを掲

げ、各種事業に取り組んでいるところであり

ます。

具体的には、障害者就労支援にかかわるシ

ンポジウムや障害者の理解促進を目的とした

福祉セールの開催、マックテレビを利用した

ワンポイント手話講座、援助が必要な方々が

持つヘルプマーク、ヘルプカードの紹介番組

の放送や、市内の障害者就労施設で販売され
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ている製品を紹介したカタログの作成などで

ございます。

また、東京２０２０オリンピック・パラリ

ンピックの開催決定に伴い、心のバリアフ

リーを目的としたセミナーの開催や、社協ま

つりでの展示体験などのケア活動の実施、市

内小中学校において障害のある方たちへの接

し方や配慮などを教えるユニバーサルマナー

に関する教育の教室、絵画コンクール、マ

ナーブックの作成、配布のほか障害スポーツ

の体験などを実施しているところでありま

す。

今後におきましても、共生社会の実現に向

け、商品の作成に対する展示会や講習会等の

実施について各学校に働きかけるなど、より

効果的かつ継続的な障害への理解促進の取り

組みを検討してまいりたいと考えておりま

す。

私からは、以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） 福祉問題の障

害福祉についての第２点目、市役所の障害者

雇用数と雇用率についてお答えします。

障害者の雇用状況につきましては、障害者

の雇用の促進等に関する法律の中で、事業主

区分ごとに設定された法定雇用率以上となる

よう義務づけられており、毎年、障害者任免

状況報告書を厚生労働省に提出することとさ

れております。この障害者任免状況報告書に

おいて、三沢市では事業主区分で分けられて

いる地方公共団体と教育委員会の二つの事業

主区分について報告しておりますので、それ

ぞれ過去５年間の非常勤職員等を含む職員の

雇用数と雇用率をお答えいたします。

平成２６年度は、三沢市が１１人で２.７

４％、市教育委員会が２人で３.３９％。平

成２７年度は、三沢市が９人で２.２０％、

市教育委員会が２人で３.３３％。平成２８

年度は、三沢市が１０人で２.３８％、市教

育委員会が２人で３.７０％。平成２９年度

は、三沢市が１０人で２.３４％、市教育委

員会が２人で３.６４％。平成３０年度は、

三沢市が１１人で２.６０％、市教育委員会

が２人で３.４５％となっております。

また、ことし４月の一部法改正により、法

定雇用率について地方公共団体が２.５％、

教育委員会が２.４％に引き上げられました

が、三沢市が報告しているいずれの事業主区

分におきましても法定雇用率を上回っており

ます。

障害者の雇用促進につきましては、共生社

会実現の理念のもとに、障害者がごく普通に

地域で暮らし、地域の一員としてともに生活

できる社会を実現するため、職業による自立

を進めることが重要と考えておりますことか

ら、今後におきましても公共職業安定所をは

じめとする関係機関等の協力を得ながら、引

き続き障害者雇用の促進に取り組んでまいり

ます。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 福祉問題の

認知症施策についての第１点目、認知症地域

支援推進員と認知症初期集中支援チームの運

営状況についてお答えいたします。

現在、認知症は深刻な社会問題となってお

り、高齢福祉の充実を図る上でも極めて優先

度の高い課題として考えております。

当市におきましては、認知症の方やその家

族への支援のため、平成２８年度に認知症地

域支援推進員を１名配置し、その後、支援体

制の強化を図るための増員を図り、現在、３

名体制で相談業務と状況に応じて必要な医療

や介護などのサービスが受けられるよう、医

療機関や介護事業所との連絡調整を行ってお

ります。

また、認知症及び認知症が疑われる方やそ

の家族への早期対応のため、認知症サポート

医１名を含む医療・介護・福祉の５名の専門

職で構成する認知症初期集中支援チームを平

成２８年度に設置しており、これまで１１件

の事例検討を行いながら専門医への受診勧奨

や本人、家族へのサポートなど、必要な支援

を実施してきております。
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次に、第２点目の小中高校生及び企業に対

する認知症の理解と普及についてお答えいた

します。

認知症の正しい知識の習得、また、認知症

の方やその家族に対して手助けができるよ

う、平成２１年度より認知症サポーター養成

講座を市民、企業、各種団体等を対象として

開催しております。小中高校生につきまして

は、木崎野小学校や三沢高校において講座を

実施してきており、企業につきましても、金

融機関や建設業など多職種の方々に受講して

いただいております。８月末現在で延べ２,

４４７名のサポーターを養成しており、認知

症の理解と普及に努めているところでありま

す。

次に、第３点目のＳＯＳネットワーク・あ

んしんねっとのこれまでの実績についてお答

えいたします。

ＳＯＳネットワーク・あんしんねっとは、

認知症により徘回のおそれのある方の見守り

支援施策として平成２６年度に設置してお

り、事前に登録していただいた方が行方不明

の際は、市内協力事業所と三沢警察署とが連

携を図りながら早期発見することを目的とし

ております。８月末現在で３８名の方が登録

されており、市内７８事業所に協力をいただ

いているところでございます。

これまでの実績といたしましては、登録者

である認知症の方が行方不明の際、ネット

ワークの連携により発見に至った事例が１件

ございました。

高齢化の進展に伴い、認知症の方がさらに

増加するものと見込まれる中、いずれの事業

につきましても重要であるものと考えており

ます。今後におきましても、ニーズに合った

新たな支援策を講じながら、認知症の方及び

その家族が希望や生きがいを持ち、安心して

暮らせる地域づくりを目指してまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 瀬崎雅弘議員。

○６番（瀬崎雅弘君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

質問順に再質問させていただきます。

まず、障害者福祉の１点目、障害への理解

促進にかかわる三沢市の取り組みについて

は、いろいろな取り組みをやっておられると

いうことで了解いたしました。

少子高齢化が進む中、三沢市においても将

来の三沢市を担う子供たちに対する障害への

理解が私は重要だと思っています。別府市

は、障害がある人もない人も安心して安全に

暮らせる条例、通称ともに生きる条例という

ことで先ほど紹介いたしましたが、これを核

としていろいろな各種事業を展開していると

いう状況だと思います。

三沢市は、昨年１２月にホストタウン及び

共生社会ホストタウンに登録され、障害の有

無にかかわらず誰もが安心安全に暮らせるこ

とのできる社会、いわゆる共生社会の実現に

向けた取り組みを推進する上でも、核となる

条例が必要だと思いますが、三沢市として別

府市と同様な障害がある人もない人も安心し

て安全に暮らせる条例等を制定する考えがあ

るかどうか再質問いたします。

○議長（小比類巻正規君） 福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 再質問の条

例制定の考えについてお答えいたします。

条例の策定につきましては、既に他市条例

等を参考にして、資料収集をして検討を進め

ている段階でございます。来年度の条例策定

を目標に、現在、策定委員会の立ち上げ等準

備を進めているところでございます。

三沢市の将来を担う子供たちへの障害理解

促進を含めまして、全ての市民が互いを尊重

し支え合い、地域で安心して生きがいを持っ

て暮らせる共生社会の実現というところを目

指しまして、地域の特性に合った条例となる

よう十分に協議を重ねてまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 瀬崎雅弘議員。

○６番（瀬崎雅弘君） 条例制定に向けて取

り組んでおられるということで、非常に心強
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いと思います。

条例策定に当たりましては、いろいろな方

の御意見等を参考に伺って、やっぱりいいも

のをつくっていただきたいと思いますので、

その点をよろしくお願いいたします。

次に、障害者福祉の２点目、三沢市役所の

職員採用について伺います。

三沢市の現状については、ずっと法定雇用

率を満足しているということで安心いたしま

したが、先般、複数の中央省庁等でもって障

害者の数を水増しという報道がありました

が、ないとは思いますけれども、一応三沢市

ではそういう水増しはあったかどうかと聞く

べきだと思いますので、その点について再質

問いたします。

また、２０１８年４月に、先ほど申しまし

たとおり、障害者雇用促進法の一部が改正さ

れました。雇用の分野における障害者に対す

る差別の禁止及び障害者が職場で働くに当

たっての支障を改善するための措置が改正さ

れました。

三沢市は、受験資格については広報みさわ

に記載されておりますが、今後、障害者の市

職員採用試験に際して受験要領等を緩和する

考えがあるかどうか再質問いたします。

○議長（小比類巻正規君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） 瀬崎議員の再

質問の１点目、報道等で行われている障害者

雇用の水増しが三沢市にあるかという御質問

でございますけれども、当市では職員等の採

用試験の応募時に提出していただく書類によ

る審査と、それから年に一度、定期的に身体

障害者手帳や精神障害者保護福祉手帳などを

確認しております。

以上のことから、報道されているような障

害者の雇用の水増しによる報告は行っており

ません。

再質問の２点目ですけれども、職員の採用

時に条件をいろいろ緩和するとか拡大する考

えがあるかということでございますけれど

も、議員の質問の中にもありましたように、

平成２９年度の市の採用試験から共生社会の

実現の取り組みとして障害者枠を設けたとこ

ろでございます。残念ながら応募がなかった

ことを受けまして、今年度、年齢要件を４０

歳未満というように引き上げまして、受験の

機会の拡大を図ってきたところでございま

す。

今後におきましても、障害者の立場に立っ

た受験資格や採用試験のあり方につきまし

て、先進事例などを参考にして検討してまい

りたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 瀬崎雅弘議員。

○６番（瀬崎雅弘君） 水増しはないという

ことで安心いたしました。

障害者の雇用につきましては、改正された

ばかりでありますので、今後ともそういう応

募状況等を見ながら、よく検討していただき

たいと思います。

次に、認知症問題の１点目につきまして、

認知症地域支援推進員と集中支援チームの運

営状況についてはわかりました。

特に認知症地域支援推進員が３人に増員さ

れたということで、充実を図っているという

ことで安心いたしましたが、今後、超高齢化

社会を前に認知症初期集中支援チームが活躍

する場が出てくるのではないかと思います。

答弁では１１件とありましたけれども、今後

とも認知症初期集中支援チームが十分にその

役目を果たすためにも、チーム員をふやすこ

とが必要と思いますけれども、今後の運用に

ついて市の考えを再質問いたします。

○議長（小比類巻正規君） 福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 再質問の認

知症初期集中支援チームについての増員の考

えにお答えいたします。

現在は認知症専門医が１名、包括支援セン

ターの保健師２名、社会福祉士１名、看護師

１名の合計５名のチーム体制となっておりま

す。認知症と思われる人や家族を訪問しまし

て、症状の確認、必要な支援の検討、医療機

関への調整、介護サービス導入のサポートな

ど、早期診断、早期対応を実施しているとこ
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ろでございます。

今後、高齢者の増加に伴い、認知症の方が

さらに増加するものと見込まれていることか

ら、事案の件数や内容等、状況を見ながら

チーム員の増員など支援体制の強化を図って

まいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 瀬崎雅弘議員。

○６番（瀬崎雅弘君） 今後とも初期集中支

援チームの増員につきましては、やっぱりそ

の状況に応じてということでありますので、

その点をよく検討してやっていただきたいと

思います。

認知症問題の２点目につきまして、三沢市

としていろいろな取り組みをやっているとい

うことで、学校を訪問して小中高校生に対し

ても教育をやっているということはわかりま

した。

ただ、現在の三沢市高齢者福祉計画第７期

介護保険事業計画等には、認知症に対する知

識の普及・啓発は記載されていますが、その

対象が認知症高齢者の家族や介護サービス事

業を対象とされています。山鹿市は、認知症

の理解や支援のあり方について学ぶ認知症子

どもサポーター養成講座を実施しています

が、三沢市として山鹿市のような認知症子供

サポーター養成講座等を実施する考えはある

かどうか再質問いたします。

○議長（小比類巻正規君） 福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） 再質問の子

供サポーター養成講座を開催する考えはない

かという御質問にお答えいたします。

認知症サポーター養成講座につきまして

は、山鹿市のように名前を子供というふうに

つけてはございませんけれども、小学生向

け、高校生向けなど、わかりやすい講座内容

に工夫をして実施をしているところでござい

ます。

地域全体で認知症の方やその家族を支えて

いくためには、大人だけでなく子供たちにも

認知症の啓発・普及は重要であるものと考え

ることから、未実施の小中学校につきまして

も、教育委員会を通じまして学校関係者と連

携を図りながら普及・啓発に努めてまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 瀬崎議員。

○６番（瀬崎雅弘君） 名前はつけていませ

んけれども、やっているということでありま

すけれども、そういうのは継続してやる必要

があると思いますので、どんどん継続してそ

ういう事業を推進していただきたいと思いま

す。

最後の３点目ですけれども、三沢市のＳＯ

Ｓネットワーク・あんしんねっとの実績につ

いては、１件ということでありますけれど

も、当然、こういうＳＯＳネットワーク・あ

んしんねっとの構築はもちろん重要だと思い

ますが、山鹿市ではさらに認知症ＳＯＳ捜索

声かけ模擬訓練と称しまして、捜索手順や発

見したときの対応を学ぶ訓練を実施していま

す。

三沢市では、町内会への入会数が伸び悩

み、かつ近所つき合いが希薄化する現状にお

いて、認知症になっても安心して暮らせるま

ちづくりを推進するためにも、認知症の方が

外出し行方不明になったことを想定した、捜

索手順や発見時の対応を学ぶ訓練が必要だと

思いますが、三沢市のＳＯＳネットワーク・

あんしんねっとの構築をさらに充実するため

に、認知症ＳＯＳ捜索声かけ模擬訓練が必要

と思いますが、市としてそういうお考えがあ

るかどうか再質問いたします。

○議長（小比類巻正規君） 福祉部長。

○福祉部長（田面木るり子君） ＳＯＳ捜索

声かけ模擬訓練の実施についての考えについ

てお答えいたします。

昨年度、協力機関である事業所に参加して

いただきまして、ＳＯＳネットワークの模擬

通報訓練を実施いたしました。情報の流れ、

それから通信体制の確認をしたところでござ

います。

御質問の市民を対象とした訓練でございま

すが、ネットワークのさらなる充実を図るた
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め、手法についてですけれども、地域別がい

いのか、または町内会単位がいいのか、いろ

いろ効果的な実施方法について検討をいたし

まして、継続した実施ができるように努力し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 瀬崎議員。

○６番（瀬崎雅弘君） 昨年度は通報訓練を

やったということですけれども、今度はそう

いうところを含めてと。

山鹿市では、地域ごとにそういう捜索訓練

をやっているわけでありますので、そこのと

ころは今後検討されて、いろいろなところで

どれが一番やりやすいか、特に三沢市は南と

北に分かれていますし、先ほど申しましたよ

うに町内会への加入率が伸び悩みということ

でありますので、一応一番いいのは学校単位

でもっての捜索訓練が一番いいかと思います

ので、そういうことを含めて今後検討され

て、速やかな訓練実施ということで持って

いっていただきたいと思います。

特にありません。以上です。

○議長（小比類巻正規君） 以上で、瀬崎雅

弘議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

春日洋子議員の登壇を願います。

春日洋子議員。

○１２番（春日洋子君） １２番、公明党の

春日洋子でございます。通告の順に従い質問

してまいります。

はじめに、行政問題の１点目、防犯灯のＬ

ＥＤ化についてお伺いします。

この７月、個人研修視察で埼玉県越谷市に

おける道路照明灯ＬＥＤ化事業について研修

してまいりました。越谷市においては、道路

照明灯の電気料金について、平成２３年３月

の東日本大震災の発生以降、火力発電所の本

格稼働、円安、原油価格の高騰や再生可能エ

ネルギーの固定価格買い取り制度の導入な

ど、毎年、電気料金が過去にないスピードで

高騰していることを背景に、市の管理する主

に生活道路の道路照明灯を１０年間の賃貸借

契約により交換されています。

ＬＥＤ灯は、従来の照明灯と比較して寿命

が長く、高騰している電気代を約７０％安く

できるなど、経済性や維持管理面ですぐれて

おり、二酸化炭素も抑えられるなど、多くの

利点を有しています。温室効果ガスによる地

球温暖化への懸念や節電に対する市民の関心

が高まる中、地方自治体は率先して消費電力

や二酸化炭素の削減に努めるのが責務ではな

いでしょうか。

そこで、防犯灯のＬＥＤ化について、以下

の３点をお伺いします。

①として、市の管理する防犯灯は何灯であ

るか、また、年間の電気料は幾らか。

②として、ＬＥＤ化した場合、コスト削減

はどの程度と見込まれるか。

③として、市内全域のＬＥＤ化への今後の

見通しについてお伺いします。

次に、２点目のフードドライブの取り組み

についてお伺いします。

日本においては、まだ食べられるのに捨て

られている食べ物、いわゆる食品ロスが年間

約６２１万トンあり、これを日本人１人当た

りに換算すると、毎日お茶わん１杯分の御飯

の量を捨てることになると言われます。フー

ドドライブは、食品ロスを削減するための

チャリティー活動であり、家庭で余っている

食品を持ち寄り、食品を必要とする福祉団体

などに提供する活動です。

環境問題に全市民が取り組むきっかけにし

ようと毎年環境フェスタを開催してきた愛知

県江南市では、平成２８年度において社会問

題になっている食品ロスに対して、国では内

閣府、消費者庁、文部科学省、農林水産省、

環境省、経済産業省などの関係省庁が消費者

の意識改革をしようと取り組んでいる中、市

として何かできることはないかと考えたとき

に、環境問題と消費者問題の共通するテーマ

として最適なフードドライブを実施する運び

となったとのことでした。

集まった食品は、フードバンクを通じ生活

に困っている個人へ家族構成に応じて届けら
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れたり、母子生活支援施設、障害者支援施

設、児童養護施設などへ届けられており、全

国にあるフードバンク団体に寄贈された食品

は、これにあわせて災害時には被災地への食

料支援を担う役割も果たしているとのことで

す。

このような背景を踏まえて、本市において

もフードドライブを積極的に取り組むべきも

のと考えますことから、御見解をお伺いしま

す。

次に、３点目のエンディングノートについ

てお伺いします。

エンディングノートは、自分にもしものこ

とがあったとき、残された家族が困らないよ

うに、伝えておきたいことをまとめておくも

のです。遺言を書くときだけでなく、けがや

病気など予期せぬことが起こった場合に、自

分以外の人が見て情報を共有するためにも役

立つもので、保険証の番号や基本情報、免許

証のコピーといった身の回りの情報や遺品の

処分方法も書き込めるとともに、高齢の方は

遺言書とともに遺産や葬儀の要望についても

書き込むことができます。

人生の最後を見据えながら自分らしく生き

る終活の浸透とともに、自分の生と終わりを

書きつづるエンディングノートがクローズ

アップされていますことから、導入に向けて

本市の御見解をお伺いします。

次に、教育問題の１点目、子供たちへの学

習支援についてお伺いします。

昨今、子供たちの学習面における個人の課

題を解決し、みずからの可能性を広げられる

ために、学びの支援をする取り組みが広がっ

ています。

埼玉県越谷市では、平成２８年度に制度設

計後、平成２９年の試行期間を経て、今年度

より越谷こばと塾として学習支援推進事業を

スタートされています。指導者は、学校応援

団として活動する退職職員、教員、学生、地

域のボランティアで、１週間に１回、対象者

を小学校５学年と６学年の希望する児童とし

ています。

事業創設の背景としては、自宅で自分で計

画を立てて勉強している割合が低いなど、家

庭学習に課題が見られることや、中学１年生

のつまずきが多く見られることから、小学校

高学年における学習内容の定着が必要であっ

たとされています。

そこで、導入に向けて本市の御見解をお伺

いします。

次に、２点目の学校における救命教育につ

いてお伺いします。

日本では、２００４年に市民によるＡＥＤ

の使用が認められて以降、急速にその設置が

進み、ＡＥＤの使用によって救命される事例

が数多く報告されていると言います。

消防庁によると、日本では１１９番通報し

てから救急車が現場に到着するまでにかかる

時間は、全国平均で８.５分であり、救命の

可能性は、心臓と呼吸がとまってから時間の

経過とともに急激に低下しますが、救急隊を

待つ間に居合わせた市民が迅速に処置を行う

ことによって大幅に向上します。

既に学校における心肺蘇生教育の重要性に

ついての認識は広がりつつあるものの、全国

における教育現場での現状を見ると、全児童

生徒を対象にＡＥＤの使用を含む救命教育を

行っている学校は、２０１５年度実績で小学

校が４.１％であり、中学校では２.８％、高

校でも２７.１％と非常に低い状況にありま

す。いまだに毎年約７万人もの方が心臓突然

死で亡くなっている一方で、学校でも毎年１

００人程度の児童生徒の心肺停止が発生して

いると言われ、その中にはＡＥＤが活用され

ず救命できなかった事例も複数報告されてい

ます。

このようなことから、各自治体においても

児童生徒、教職員に対する心肺蘇生とＡＥＤ

に関する教育を普及・推進するとともに、学

校での危機管理体制を拡充し、児童生徒の命

を守るための安全な学校教育を構築すること

は喫緊の課題となっています。

そこで、本市の学校における救命教育の実

施状況をお伺いします。
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最後に３点目、通学時の荷物への対応につ

いてお伺いします。

新聞報道によりますと、愛媛県松山市教育

委員会では、保護者から学校に通う子供たち

の荷物が重過ぎて健康などへの影響が心配と

の声が届いていることから、小学校、中学校

の校長会で、毎日持ち帰る必要のない学習用

具を教室内に置いたり、登下校時に荷物が集

中しないようにするなど、各学校での対応を

要請されました。これに対し各学校では、習

字道具や絵の具セット、鍵盤ハーモニカなど

を学校に置いて帰ることを認めたほか、持ち

帰る荷物が集中しないように図工と体育の授

業を分ける時間割の工夫など、全ての小中学

校で改革が実施されたとのことでした。

また、６月１３日の新聞報道によると、通

学時の荷物の対応については、国においても

公明党佐々木さやか参議院議員が参議院文教

科学委員会で取り上げられており、首都圏の

小学１年生のランドセルの重さが平均５キロ

超、１日の最大重量で８キロ超あったなどと

する大正大学の白土健教授の調査結果が示さ

れ、重量化の要因として教科書の大判化や学

習量の増加などに伴うページ増も挙げられて

います。

一方、教育現場では、盗難防止などの観点

から、教材を学校に置いておく置き勉を認め

ていない学校があるとし、その上で重過ぎる

荷物への対応を実態調査を行い、置き勉など

の対策について文科省の考え方を示すべきと

の質問に対して、林芳正文部科学大臣は、各

教育委員会などに対して各学校で適切な指導

がなされるように働きかけていく考えを示し

たとのことでした。

本市におきましても、学校に通う子供たち

の荷物が重過ぎて、健康などへの影響が出る

ことがないよう対応が求められますことか

ら、市内小中学校の荷物の実情と対応策をお

伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○議長（小比類巻正規君） ただいまの春日

洋子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの春日議員

御質問の行政問題の第１点目、防犯灯のＬＥ

Ｄ化については私から、その他につきまして

は副市長、教育長並びに担当部長からお答え

をさせますので、御了承願いたいと存じま

す。

当市では、これまでの夜間における犯罪防

止や通行の確保を図り、安全で安心して暮ら

せるまちづくりのため、防犯灯を整備してま

いりました。

御質問の当市の管理する防犯灯数及び年間

の電気料金についてでありますが、市内全域

の防犯灯は平成２８年度末で７,０１７基、

平成２９年度末で７,１２４基設置してお

り、電気料につきましては平成２８年度が

２,９２６万８,９３６円、平成２９年度は

３,２４７万９,７４７円となっております。

次に、防犯灯をＬＥＤ化にした場合のコス

ト削減の御質問については、灯具の交換に要

する経費や、あるいは電気料金の変動を考え

ずに平成２９年度末の単価で試算いたします

と、おおむね年間１,７６０万円の電気料金

が削減になるものと思われるほか、球切れに

よる交換に要する費用も削減できるものと考

えます。

防犯灯のＬＥＤ化は、電気料金削減の効果

はあるものの、ＬＥＤ化にするためには電球

のみならず灯具そのものを交換しなければな

らず、その設置には相当の経費を要すること

になります。

このようなことから、今後におきまして

は、補助事業の活用も含めた財源の確保と整

備した防犯灯の更新時期等を見据えながら市

内全域の防犯灯のＬＥＤ化を図ってまいりた

いと考えております。

私からは、以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 行政問題の第３

点目、エンディングノートについてお答え申
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し上げます。

エンディングノートとは、先ほど御説明が

ありましたとおり、人生の終盤に起こり得

る、もしものときに備えて治療や介護、財

産、葬儀などについて自分の考え方、プロ

フィール、自分の歴史などを記しておくノー

トであります。遺言書とは違い、法的効力は

持ちませんが、残された家族が慌てないよう

故人からの思いを伝える仕組みであるとされ

ております。

当市における平成３０年７月末現在の６５

歳以上の人口は１万１３人で、高齢化率２

５.１％となっております。今後、ますます

高齢化率は増加するものと予想しておりま

す。

このような中、住みなれた地域で高齢者が

安心して暮らし続けることができるように、

地域包括ケアシステムを構築し、進化・推進

するため、三沢市高齢者福祉計画及び第７期

介護保険事業計画に基づき、予防介護事業と

あわせ、高齢者の生活支援の取り組みを行っ

ているところでございます。

エンディングノートは、歩んできた人生を

振り返る意味でも価値のあるものと言われて

おりますが、反面、当人の生きざまや生死観

を反映する極めてデリケートなものでもあり

ます。慎重に対応する必要があると考えてお

ります。

今後におきましては、予防介護講座などで

取り上げながら市民ニーズを把握しつつ、高

齢者の相談窓口である地域包括支援センター

と在宅介護支援センターが連携を図り、エン

ディングノートの導入について先進事例を参

考にしながら調査研究してまいりたいと考え

ております。

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 行政問題の

第２点目、フードドライブの取り組みについ

てお答えいたします。

フードドライブは、一般家庭などに眠って

いる食品を無償で譲り受け、食料支援を必要

としている団体等に提供する活動であり、食

品ロスの抑制と社会福祉の向上を図る取り組

みの一つであると認識しております。

県内の取り組み状況といたしましては、食

品販売店やＮＰＯ法人が活動を行っており、

また、青森県社会福祉協議会を通じて福祉施

設や生活困窮者へ提供されるなど、その活動

の輪が広がりつつあると伺っております。

食品ロスの推計量は、農林水産省の統計に

よりますと、生ごみのうち約２３％が食べら

れるのに捨てられている状況であります。

当市では、１年間に発生する食品ロスは、

家庭からは約５４０トン、事業者からは約２

６０トンの合計約８００トンが排出されてい

ると推計され、食品の食べ切り、食材の使い

切り、食品残渣の水切りの３キリ運動の取り

組みによる生ごみの減量化など、広報啓発に

努めておりますが、食品ロスの削減をさらに

進めるためには、市民一人一人が食品ロスの

現状やその削減の必要性について認識を深

め、また、みずから主体的に取り組むことが

必要不可欠であります。

このことから、フードドライブの活動も食

品ロスの削減と市民の意識向上に寄与する取

り組みでありますので、他地域の取り組み事

例などの情報収集や関係団体との連携を図り

ながら調査研究してまいりたいと考えており

ます。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 教育問題の第１点

目、子供たちへの学習支援についてお答えを

いたします。

春日議員御指摘のとおり、文部科学省など

の調査によりますと、放課後等の学習支援活

動を実施している自治体が増加傾向にありま

す。この背景には、家庭においての学習が困

難な児童への対応や学力の二極化への対応な

ど、家庭環境を起因とした学力格差への対応

が求められているものと認識をしておりま

す。

当市におきましても、このことを踏まえた

対応策を検討し実施してきているところであ
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ります。

第１段階の取り組みといたしましては、昨

年度から市内小学生を対象とした、なつやす

み宿題おたすけ塾、通称三沢キッズサマース

クールを実施しております。今年度は、日数

や対象人数を拡大し、総合社会福祉センター

等を会場として実施してきております。

具体的な内容といたしましては、五、六年

生を対象とした学習サポート教室、全学年を

対象とした絵画教室、低学年と高学年を分け

て実施した習字教室であります。これらのこ

とを７月下旬から８月上旬まで延べ９日間に

わたり開催をし、児童・保護者から好評をい

ただいているところであります。

今後の方向性といたしましては、宿題おた

すけ塾事業を継続するほか、昨年９月にス

タートしております地域学校共同本部事業

で、各学校に配置しております地域コーディ

ネーターと連携しながら地域の集会所や児童

館等の活用も含め、各学区の実情やニーズに

沿った放課後学習支援、土曜学習支援などの

学習支援体制の構築を目指しております。

教育委員会といたしましては、引き続き地

域の方々の参画をいただき、地域全体で子供

の学びや成長を支えるともに、学校を核とし

た地域づくりを基盤に学習支援活動を着実に

進めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 教育部長。

○教育部長（山本智香子君） 教育問題の第

２点目、学校における救命教育についてお答

えいたします。

教育委員会では、命の保証を学校教育指導

の最重点とし、各学校に周知しております。

各学校におきましては、学校保健計画及び学

校安全計画を策定し、自分や他人の命を守る

指導をさまざまな教育活動を通して計画的に

行っております。

その中で救命に関する学習の実施状況につ

きましては、全ての中学校において学習指導

要領に基づき、保健体育科などで胸骨圧迫、

ＡＥＤ使用などの心肺蘇生法を学習しており

ます。その際、消防署の救命講習を活用し、

より実践的な地域や技能を身につけられるよ

うにしております。

また、全ての小学校におきまして学習指導

要領に基づき、体育科などでけがの簡単な手

当てとけがの程度や状況などを近くの大人に

速やかに知らせることが大切であるというこ

とを学習しております。そのため、命にかか

わる事態が発生した場合も、まずは近くの大

人に知らせることを最優先としております。

子供からそのような知らせがあった際、全

ての教職員が適切な応急手当てができるよ

う、消防署の協力を得て教育委員会主催、三

沢市学校保健会養護教諭部会及び保健主事部

会主催、各学校主催など数多くの救命講習を

実施しております。

一方、消防庁では、東日本大震災を踏まえ

て多くの市民に応急手当てを普及促進させる

ことを目的として、救命入門コースを創設

し、これまでおおむね中学生以上としていた

救命講習の対象を小学生中高学年、おおむね

１０歳以上に拡大いたしました。このことに

ついて教育委員会では、校長会及び学校訪問

などを通して各学校に周知しております。こ

れを受け、各学校のＰＴＡ行事などで救命講

習の活用が図られ、親子での学習も行われて

おります。

教育委員会といたしましては、今後とも家

庭、地域及び関係機関と連携し、救命講習等

の積極的な活用が図られるよう周知してまい

りたいと考えております。

続きまして、教育問題の第３点目、通学時

の荷物の対応についてお答えいたします。

御質問の児童生徒の通学時の学習用具等の

重さについて、実情はどうなのかとのことで

ございますが、市内小中学校への抽出調査を

行ったところ、小学校は平均４.４キログラ

ム、中学校は平均７.０キログラムでありま

した。また、学習用具等の重さによる児童生

徒の健康被害の有無について、全小中学校に

確認したところ、児童生徒からの申し出や報

告は全ての学校においてないとのことであり
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ました。

次に、各学校の通学時の学習用具等の重さ

軽減についての対応策では、既に全ての学校

が絵の具道具や楽器、習字道具といった実技

教科で使う道具は学校に置けるようにしてお

り、辞書などは学校のものを使う、家庭学習

に支障がない教材や部活動に使用する道具は

学校に置いてもよいなどの対応をしておりま

す。また、長期休業前に学校に置いた道具を

家庭に持ち帰る際は、何日かに分けるよう指

導しており、通学時の重さの軽減を図ってお

ります。

このように各学校におきましては、健康

面、安全面の視点から、学習用具等の重さに

よる児童生徒の負担を考慮した対応を行って

いるところであり、児童生徒の状況把握を継

続し、必要に応じて保護者等と協議の上、新

たな対応策も立てていくこととしておりま

す。しかしながら、これまでの対応は、学

校、学年ごとのものであったため、教育委員

会では市内小中学校全体としてどのような対

策を立てていくかについて、現在、校長会等

と協議を進めているところでございます。

教育委員会といたしましては、協議した対

策をもとに、通学時の学習用具等の対応につ

いてＰＴＡ等と連携し、健康と安全の両面か

ら児童生徒の実情を踏まえた適切な手だてを

講じていくよう各学校に働きかけてまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 春日洋子議員。

○１２番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。

防犯灯のＬＥＤ化について再質問させてい

ただきます。

市長より御丁寧な説明、答弁をいただき、

これまでの現状のことは理解させていただき

ました。

実は私、今般の質問に関して、前段として

さまざまに担当部長、課長との情報交換をさ

せていただいたところでありました。今回は

防犯灯のＬＥＤ化ということで、三沢市が、

また特段の何というのですか、そういう基地

があるというところでのそういうこともある

ことから、リース方式ということはなじまな

いのかなという思いに至りましたので、リー

ス方式にこだわらずに防犯灯のＬＥＤ化を推

進すべきという考えのもとの質問でございま

した。

実は私、平成２４年第４回定例会におきま

して質問をした経緯がございます。その折の

答弁では、防犯灯については２０年以上経

過、老朽化し市民の安全安心のまちづくりの

ため、平成１８年度から平成２０年度の３カ

年で、まずは全町内の補助対象となる防犯灯

約５,８００基を整備しましたということで

ありました。その後、ＬＥＤ照明が防犯灯に

取り入れられるようになり、現在、町内会等

の要望に伴う新設の防犯灯につきましては、

全てＬＥＤ照明を設置した。交換電球と電気

料金の経費削減、節減が大いに図られたこと

だというふうに認識してございます。

また、その当時ではありますけれども、そ

の当時、２４年度の１２月の議会であります

ので、もちろんふえていることは承知してお

りますが、市内全域の防犯灯はその当時で約

６,７００基設置しており、電気料金につき

ましては平成２３年度で約２,５４０万円で

あった。このような答弁の中で、また、エネ

ルギー政策の転換による省エネ対策として、

また、財政負担の軽減、ここは両輪で取り組

むべきものというふうに思っておりました。

今後は整備した更新時期を見きわめという

ことがありましたね。更新時期はいつなのか

なというふうに思います。

また、補助事業を含めた導入ということも

あわせて検討しながら、調査研究しながらコ

スト削減に努めてまいりたい。当時は民生部

でありましたので、このような当時の民生部

長からの御答弁をいただいたところでありま

す。

そのことを考え合わせますと、まずは環境

対策を重視し、そこにあわせて市としては財

政負担の軽減に努めること、これはさまざま
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な施策はありますけれども、このことを考え

合わせると、やはり市全体で真剣に考えてい

かなければならないのではないかなというふ

うに思っておりました。

そこで、今申し上げましたこの当時の答弁

の中で、更新時期を見きわめとございました

ね。当時は、町内会を主体として先行的に進

められたというふうに認識しておりますけれ

ども、更新時期を今後三沢市は、市内全域の

防犯灯ということの範囲の中でいくとそれぞ

れ違うかもしれませんけれども、全体的には

どのような更新時期というふうに見込まれて

いるのか。

また、およそ７,２００灯をＬＥＤ化しよ

うとした場合、もちろん１年間でなされるも

のではないかと思います。計画的に年間計画

を立てて、いずれこれをなすべきだというふ

うに思っていることから、およそ７,２００

灯のＬＥＤ化をしようと考えた場合、予算は

どのぐらいと見込まれるか。また、それにつ

いては何年計画ぐらいでされるかなと、そう

いうイメージをどのようにお持ちになってい

るか、参考にお聞かせいただきたいと思いま

す。

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 春日議員の

ＬＥＤ電灯の再質問にお答えいたします。

まず、１点目の更新時期をどのように考え

ているかということについてお答えいたしま

す。

一般的に以前の古いといいますか、平成１

８年度から２０年度で更新をいたしました灯

具、電灯につきましては、当市の資料ですと

約１０年もつだろうということで説明があり

ます。ということで、最終年度の平成２０年

度に事業が終了していることから、更新時期

というものはそろそろその時期を迎えるころ

だというふうに考えております。

２点目のそうした場合の交換費用について

大体どのぐらいと見積もっているかという御

質問でございました。

１０年前の事業で要した費用につきまして

は、３カ年で全部で設計費用を含め約２億

円、前回はかかっております。ということ

で、灯数にしても約２,０００灯、現状でふ

えております。そして、今後、事業を進めて

いくということであれば、全てＬＥＤの電灯

をつけなくてはならないという状況を考えま

すと、かなり事業費としては膨らむという予

想はしております。ただ、幾らかかるかは、

まだ試算はしていないというのが現状でござ

います。

あと、３点目の何年ぐらいで更新にかかる

のか。これは先ほど市長からも答弁ありまし

た補助事業を含めた財源の確保ということ

で、さまざまな財源を検討してまいりたい

と。その上で、早く交換すればそれなりの効

果が出るというのがはっきりしておりますの

で、そこを踏まえた形で計画してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 春日洋子議員。

○１２番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。

市民生活部長の再質問への御答弁の中で、

本当にそのとおりだなというふうに思ってお

りまして、ぜひ全体的に市全体で取り組むべ

きものというふうに私は思っておりますの

で、これがまた速やかに、まずは計画、テー

ブルの上に載せるということが大事だという

ふうに思っておりましたので、よろしくお願

いいたします。

次の再質問でありますけれども、フードド

ライブの取り組みについての再質問をさせて

いただきます。

このフードドライブ、今、もったいないと

か、食品ロスとか、さまざま取り上げられて

おりますけれども、江南市での取り組みが非

常にいいなと思ったのは、それまでずっと継

続して、江南市では１１月の環境フェアを開

催してきた。前段でも申し上げましたとお

り、この環境フェア、国がこれだけ力を入れ

ているのに、我が市でも何か具体な一歩を踏

み出すべきではないかというふうに考えたそ
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うです。ここに消費問題というところもあわ

せて、まずは開催してみようではないか。

それが非常に好評を博し、１回だけでは

もったいない、もっと回数をふやそう、市民

の方々が多く足を運ぶ市役所を活用した、ま

た、回数を５回にふやしていこう。そこにあ

わせて、非常に多くの１,２００点を超える

食品が集まったそうです。お米も約３００キ

ロ寄せられたということでありました。

こういうイベント時以外での開催、市民の

皆様がより多く日常的に足を運べる市役所と

いうことも中心にした計画をまず出して、つ

くっていただければありがたいなというふう

に思っているのです。

仮に社会福祉協議会の皆様のお力もいただ

ければありがたいかなというふうに個人的に

は思っているところですけれども、環境問題

と消費者問題の共通するテーマということ

で、非常にどこの課、個々の何々課ですとい

うところではなく、連携が必要になるのかな

というふうに思っておりますけれども、もし

仮にこのことを一歩踏み出そうとした場合、

どのようなイメージをお持ちになって、でき

るのかなというふうなお考え、今の時点で何

かお持ちになっていたら、参考にお聞かせく

ださい。

○議長（小比類巻正規君） 市民生活部長。

○市民生活部長（繫 範雄君） 春日議員の

フードドライブを一歩進めた場合のイメー

ジ、どのような考えを持っているかという再

質問にお答えいたします。

先ほど春日議員のほうからも、環境をどう

するという関連でのお言葉もありました。そ

れで、市民生活部といたしましては、昨年、

健康フェアを実施しておりますが、その中で

ブースを設けまして、食品ロスのＰＲ活動と

か啓発事業も行っております。それを今後も

継続するとともに、庁舎といいますか、市内

部でもさまざまイベント、イベント以外とい

う言葉もございましたが、さまざまな団体と

いろいろなイベントも実施しておりますの

で、どういう形で連携がとれるのか、先ほど

も申し上げましたが、情報収集したり関係機

関の方々と懇談の会が持てるのであれば、そ

ういう機会を通じてお話を伺っていけたらな

というふうに、ちょっと漠然としたあれです

けれども、そういうイメージを持って、一歩

進めていければと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 春日洋子議員。

○１２番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。

意識を持っていただけるというふうに受け

とめましたので、よろしくお願いいたしま

す。

次の再質問は、エンディングノートについ

てであります。

私もこちらのエンディングノートにつきま

しては、愛知県犬山市に行ってまいりまし

た。こちらは各地で準備を整えたところから

エンディングノートを作成しておりまして、

さまざま話題に上っているところであります

けれども、副市長からの答弁もありましたお

り、お互いにそれぞれ必要なものがここに掲

載しておけるというところであります。

これは、犬山市の取り組みをお聞きして

ちょっと驚いたのですけれども、予算がゼロ

であったというふうにお聞きいたしました。

といいますのは、この中には市内の企業から

の広告が掲載されておりまして、その広告料

で全て作成することができたということで、

非常にありがたい取り組みかなというふうに

思っておりました。

こちらのエンディングノート、まだ私には

直接その要望の声は届いていないわけですけ

れども、こういう作成に至った、導入に至っ

た自治体においては、市民の方から、今は世

の中がこういう終活をということで話題が取

り上げられたときに、何か市としてそういう

ものを提供していただけないかという声が寄

せられたことから、それをきっかけにして作

成に至ったということもお聞きいたしまし

た。こうしてよりよい人生、安心して人生を

送るということは、誰しも願うものでありま
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す。

先ほどの御答弁の中で、あくまでもこれは

強制ではありません、どうぞ書いてください

とこちらからお願いするものでもなく、押し

つけ的に渡すものでもなく、用意をしていた

だければ、御希望する方はどうぞ、この場所

にありますよと、そういう優しい取り組みだ

というふうに私は受けとめております。です

ので、希望する方が自由にいただいてつくっ

ていただくということが、前段、そういうふ

うに思っておりますので、ちょっと答弁をい

ただいた中では、ちょっと違うかなというふ

うに私は感じながら聞いておりました。

ですので、視察に行ったのは犬山市であり

ましたので、こちらの犬山市はこういう広告

料で作成することができた。こういうノウハ

ウを参考にして検討していただけないかなと

いうふうに願うものですけれども、その点に

ついてはいかがでしょうか。

○議長（小比類巻正規君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） エンディング

ノートに関する再質問にお答えいたします。

犬山市の取り組みについては、御質問が

あった時点で研究して、ノート等も見ており

ます。非常に無償で広告費で作成して、押し

つけではなく、希望する人に配付するという

ことで、いい取り組みだなと思っておりま

す。

議員が御指摘のとおり、終活は非常に脚光

を浴びまして、市民の方でも終活に取り組ん

でいる方もたくさんいるように感じておりま

す。そういう中で、終活の一環としてのエン

ディングノート、これに対する要望もあろう

かと思います。

ただ、エンディングノートを市で導入する

に当たっては、ちょっとしたジレンマがござ

います。

一つには、先ほどの終活の一環としての市

民ニーズがあること。もう一つは、答弁でも

申し上げましたが、行政が個人の価値観に踏

み込むことへのためらい、戸惑い、そのよう

なものがございます。それともう一つは、答

弁でも申し上げましたが、デリケートな部分

に一律の様式でよいのかという疑問。この三

つどもえのジレンマがございますので、この

点に関しましてどのような折り合いのつけ方

ができるのか、地域包括支援センター及び在

宅介護支援センター、このような方々、さら

にはもうちょっと幅を広げていろいろな方々

と議論をしながら調査研究をしてまいりた

い、このように考えております。

以上であります。

○議長（小比類巻正規君） 春日洋子議員。

○１２番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。

非常にかたい、そういうふうに感じて聞い

ておりましたけれども、そこまでかたくなに

思うことでもなく、誰に見せるわけでもな

く、自分が手元に置くものなのですね。公表

して、皆さんこういうふうに私は書きました

よと見せて歩くものでもないし、そういうも

のなので、副市長、非常にかたい。ためら

い、ジレンマとか、そこまで何かどんどん暗

くなってきますね。

私は、そういうことではなく、明るいイ

メージなのです。といいますのは、ひとつ参

考に申し上げますと、身近な方が御両親が順

次亡くなり、全くそういうことがなかったた

めに、あるとき思いもかけないところから

ノートが出てきて、兄弟が仲たがいしてし

まった。そういうことも身近にお聞きする機

会がございました。

ですので、そんなにかたく受けとめていた

だくと、私もどんどん何か追い込まれていく

ような気になりますので、これにこだわるわ

けではありませんけれども、つくらないと言

われれば、そうですかということですけれど

も、市販等々の例えば身近なノートに書いて

もいいわけですけれども、何かそういうきっ

かけづくりというのもいいのかなと思った質

問でございましたので、ぜひ少し楽に受けと

めていただければありがたいと思いました。

それでは、再質問ですけれども、教育問題

の子供たちへの学習支援について再質問させ
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ていただきます。

非常に教育長からの御答弁の中で、宿題お

たすけ塾ですとかキッズサマースクール、非

常によい取り組みをなさっているなというこ

とも、これまでも認識していたところであり

ましたけれども、一足飛びにはこれはなかな

か準備等々、今般、さまざまな導入している

自治体にも視察をさせていただきまして、導

入してもまた課題があるということですね。

私が個人的に思っていますのは、市内のあ

ちこちで元教員の方々が結構三沢市にいらっ

しゃるなと思っておりまして、お元気ですね

というふうに、いつもお変わりなくお元気な

元先生方と御挨拶を交わす機会がございまし

て、ぜひそういうマンパワーを子供たちにも

少し、そんな回数は、やっているところは週

１回であっても、月１回からでもいいかなと

いうふうに思っておりまして、そして今はま

ちの中心地の福祉センター等々ですね。

理想とするところは、将来にわたってはブ

ロックごとといいますか、中学校の学区ごと

に、将来的にはこういう場が、学校の場所が

いろいろな面で負担であるということも視察

先でもお聞きしたところでありますので、地

域の集会所、先ほどの教育長の地域コーディ

ネーターを中心にとか、さまざまなそういう

地域の力を活用したということを思っており

ました。

ぜひ、こういうところを具体に話し合う教

育委員会で再質問でお聞きしたいのは、教育

委員会でこういうことも考えているのだとい

うことを地域の方に情報共有、情報提供とい

いますか、そういう場はこれまであったので

しょうか。なされたかなされなかったかとい

うことをお聞きした上で、今後もこういう協

力を仰ぎたいのだと、こういう考えがあるの

だということの情報をともに共有する場をつ

くっていただければ、今後のできることにつ

ながっていくのかなと思っていましたけれど

も、この点についてはいかがでしょうか。

○議長（小比類巻正規君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 春日議員の子供た

ちの学習支援についての再質問にお答えをい

たします。

幾つか観点がございました。まず一つ目

は、元教員の活用はどうなのかということ

で、その辺も今は視野に入れて、現在、立ち

上げたばかりの事業でございますので、講師

に夏休みは４名の方をお願いをしているとこ

ろでございますが、正直に申し上げますと、

謝金のほうを準備をして４名の方をお願いし

ているところでございます。現在は、これは

国のほうの補助、それから県のほうの補助、

３分の１ずつで、市のほうからも持ち出しと

いうことになっております。

これからこれを長く続けていくためには、

その補助金を使って形をつくり、軌道に乗せ

て、いずれかのタイミングで地域のいわゆる

マンパワーの方々、元教員の方々を含めて地

域の人材を活用して長く続けていくようにし

たいなというふうな見通しを持っているとこ

ろでございます。

続きまして、地域ごと、学区ごとにという

観点のことにつきましては、こちらのほうは

既にいろいろな作戦を考えているところでご

ざいます。長期の休業中に、夏休み、それか

ら昨年度は冬休みもやっておりました。こと

しの冬休みも活用してやっていきますので、

いずれかのタイミングでそれぞれ市街地中心

部でなくて、もう少し簡単に言いますと、浜

通りの地区のほうとか、そういうところも

やって、どういう成果と課題があるのかを整

理して、幅広く進めていきたいと考えており

ます。

３点目は、いわゆる周知方法のことにつき

ましてでございます。

これにつきましては、学校を通じて案内を

出している、それからいろいろな広報紙等も

使っております。

ただ、大きな課題として教育委員会の中で

いろいろ協議をしているところは、先ほど私

の１回目の答弁のところで申し上げましたけ

れども、いわゆる家庭の格差が子供たちの学

びの格差につながっているのではないかとい
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うところが非常に危惧しているところでござ

います。そこのところを、いわゆる必要とし

ている子供たちを私どもが事業を展開してい

く中にどのように参加をさせていくかという

ところが、正直に言うと非常に大きな検討課

題だなと思っております。

教育委員会の、いわゆる義務教育のスタン

スとして、全ての子供たちに周知をしてい

く。でも、本当に必要な課題を大きく抱えて

いる子供たちが本当は来てほしいのだけれど

も、先行して取り組んでいる全国の地域のほ

うでは、いわゆるそういう保護家庭の方々の

中の子供たちは、その中に２０％程度参加し

ているというようなデータも出ているところ

もあります。そこのところで、本当に待って

いる子供たちをいかに土俵の中に上げてくる

かというのが大きな課題でございますので、

その辺は関係の福祉部等のお力もかりながら

広報活動で周知を頑張っていきたいなという

ところでございます。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 春日洋子議員。

○１２番（春日洋子君） 丁寧な御説明をい

ただき、ありがとうございました。ぜひよろ

しくお願いいたします。

再質問は、次の学校における救命教育につ

いてであります。

さまざまな取り組みをされてきたこともよ

く理解をさせていただいたところです。私も

いろいろな場面が想定をされる中で、やっぱ

り子供たちが何か受講をした際、救命教育を

受けた際に形になるものがあれば、よりうれ

しいし、意識が高まるのかなと、そこからま

た家庭にも波動が起きていくのかなというふ

うに思っておりまして、これまでは消防本部

の職員の方が要請に応じて学校現場でのこう

いう救命教育をなされてきたのなというふう

に思っておりました。

今般、ちょっと私も情報として得ることが

できたのは、応急手当普及員の認定というこ

とであります。これは大幅に、より受けやす

くなったのだなというふうに受けとめまし

て、いわゆる現在、教諭職にある方は、この

養成講習については大幅に、各消防本部にお

いて受ける場合の応急手当普及員講習Ⅰの受

講時間が大幅に短縮して、より受講しやすい

体制になったということを、ちょっと言葉は

いろいろ難しいので要約してお話しをいたし

ましたけれども。

ですので、私が個人的に思うのは、学校と

消防本部のスケジュールを話し合うことも今

まではやってきたわけですけれども、より学

校現場で計画を立てて、この救命教育を実施

しやすい体制づくりというのは、応急手当普

及員の養成を推進すべきと思いますけれど

も、この点について最後の再質問、お答えを

お願いいたします。

○議長（小比類巻正規君） 教育長。

○教育部長（山本智香子君） 春日議員の小

学生への救急救命の教育についてということ

の再質問にお答えいたします。

市内の小中学校の養護教員、それから一般

の教員等につきましては、普通救命講習Ⅰと

いうのは養護教員であれば毎年、そして通常

の教員であれば最後の講習が３年前というふ

うな形の教員を抽出して、期間をあけないよ

うに救命講習を受けさせております。

そのことにつきまして、養護教諭をはじめ

とする教職員につきましては、さらにその上

の普及員講習のⅠというものの時間短縮等に

つきましては、既に校長会等でもお話をして

おりますが、今後、さらに養護教諭などの教

職員に対して利用できるような形で周知して

まいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（小比類巻正規君） 以上で、春日洋

子議員の質問を終わります。

この際、午後１時３０分まで休憩いたしま

す。

午後 ０時１６分 休憩

────────────────

午後 １時３０分 再開

○議長（小比類巻正規君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。
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ここで、議長を交代します。

○副議長（太田博之君） 議長を交代しまし

た。

それでは、一般質問を次に移ります。

佐々木卓也議員の登壇を願います。

佐々木議員。

○３番（佐々木卓也君） 市民クラブの佐々

木卓也でございます。通告に従いまして一般

質問をさせていただきます。

まずは、一般質問の第１点目、地域公共交

通の将来像についてお伺いします。

平成２５年１２月に交通政策基本法が施行

され、交通に関する基本理念等が定められま

した。三沢市においても、将来にわたって市

民の生活を支える持続可能な公共交通体系の

構築並びに域内外の移動を支え地域の活性化

に寄与する公共交通体系の構築に向け、平成

２８年３月、計画期間を平成３２年度までと

する三沢市地域公共交通網形成計画が策定さ

れました。

その中で、公共交通の基本方針として、日

常生活を支える公共交通、円滑な移動が確保

された便利で使いやすい公共交通、航空・鉄

道へのアクセスを確保し、域外との人の流れ

を生む公共交通、必要不可欠な社会基盤であ

る公共交通の持続可能性の向上を掲げ、ま

た、計画策定時点での問題点・課題として、

１００円均一運賃による収益の低迷、同一区

間における異なる運賃体系の混在、東部地域

における利用の低迷、北部地域における利用

の低迷などが挙げられていました。

そこで、これらの問題点・課題に対しどの

ように議論され、実施されようとしているの

か。今年度実施予定の路線再編等の内容や運

賃体系の見直しも含めてお伺いします。

私は、昨年、総務文教常任委員会の行政視

察で京都府京丹後市の公共交通政策について

勉強してまいりました。京丹後市は、平成１

６年４月、６町が合併し市制を施行、人口は

本年３月末現在で５万５,５０２人、面積５

０１.８４平方キロメートルで、広大な面積

を有するとともに、集落が点在しているた

め、公共交通の多様なアプローチが行われて

おり、よりよい公共交通システムを目指し

て、進化を続けています。

例えば、運行事業者が丹後海陸交通株式会

社である路線バスにおいて、乗客数の減少に

よる採算悪化、運賃値上げ、サービスの低下

という負の連鎖を解決するため、市と丹後海

陸交通株式会社が連携して２００６年１０月

に定額運賃を導入し、それまで運賃の最高が

１,１５０円であったものを、上限２００円

バスを導入し、７００円かける２人ではなく

２００円かける７人の取り組みにより、輸送

人員が年間２.３倍、運賃収入も年間３０％

増、行政コストは導入当初は減少につながっ

たとのことであります。

ちなみに、上限２００円バスには回数券も

導入され、小学生と障害者の運賃は半額の１

００円となっています。

また、そのほかの成果として、ショッピン

グセンターや病院など市民要望が多い施設に

バス停を設置し、その数が１３４カ所から１

７９カ所に、市内路線系統が８系統１１４.

１キロメートルから９系統１４３.７キロ

メートルに、運行本数も平日は９９本から１

０３本に、土曜・休日は７７本から８４本に

というふうに利便性が格段に向上しました。

便利になり喜んでいただき、好循環の輪が

広がり、例えばマイカー通学の高校生が保護

者の負担を減らしたいとバス利用の呼びかけ

を行うなど、市民みんなで公共交通を利用

し、応援したことにより生まれた結果である

ということでありました。

また、次のアプローチとして電気自動車に

よる乗り合いタクシーがあります。タクシー

空白地帯において丹後海陸交通株式会社が運

営し、年中無休・予約制で、乗車できる地域

と同地域内の降車は、１人運賃５００円、同

地域外への降車は、合併前の旧町ごとに２５

０円が加算されるというものであります。

そして、平成２８年５月の運行開始以降、

全国各地から大きな注目を集めているのが、

自家用車とＩＣＴ・情報通信技術を活用し
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た、地元ＮＰＯ法人による道路運送法第７８

条第２号に基づく公共交通空白地有償運送・

ささえ合い交通であります。詳細は省きます

が、ボランティアドライバー１８名の自家用

車を活用し、スマートフォンアプリを介して

ユーザーとドライバーがマッチングされ、一

番近くにいるドライバーが迎えに行くという

もので、料金はおおむねタクシー料金の半額

となっています。

京丹後市は、公共交通に年間約１億２,０

００万円を投じていますが、この経費につい

ては、公共交通がより多くの方々により身近

な乗り物となり、有効な税金の使途に改善で

きたと総括するとともに、今後も改善のため

の対策を進めていく方針ということでありま

した。

先ほど申し上げましたように、京丹後市は

合併してできた市で、面積も広大であり、京

丹後市の全ての施策が三沢市に当てはまると

は考えておりませんが、住民の利便性の向

上、交通空白地帯の解消に向けた不断の努力

など、その取り組み方針、アプローチ方法は

大いに参考になるものと考えたところであり

ます。

さて、平成２８年１２月、三沢市議会とし

て三沢市連合婦人会との意見交換会に臨み、

その中で公共交通の充実に関する意見もいた

だきました。

紹介しますと、高齢者の足がない、浜通り

はバスの本数が少ない、バス停が少なくバス

停まで遠い、公共施設に行く手段がない。こ

れについては、例えば国際交流教育センター

で講演会等の催しがあっても行けないので、

市バスや臨時バスを出してほしいというよう

な内容でありました。また、東部地区の住民

からは、バスの本数が少ないので自家用車で

市立病院に送ってもらっているということも

伺いました。

私は、これらの課題解消に向けて思い切っ

た施策、京丹後市のような路線バスを含めた

地域公共交通の再構築を行い、つまりコミュ

ニティバスと路線バスの統合、市内の全ての

バスをコミュニティバス化し、路線バスの料

金をコミュニティバスの料金と同じにし、あ

わせて路線の開拓、バス停の増、本数の増、

さらにはデマンドタクシーなどの実施によ

り、市民の誰もが利用できる環境を整え、上

限２００円バスのようなコミュニティバスを

導入することが、結果として利用者をふやし

て収入を上げることに結びつく、そのような

考え方、取り組みが大変有効ではないかと考

えているところであります。

第二次三沢市総合振興計画の基本計画で

は、コミュニティバスの輸送人員の目標数値

を維持としておりましたが、利用者の大幅増

につながる施策への転換は、持続可能な公共

交通を実現するとともに、ひいては自動車運

転免許証を返納した高齢者の方々を含めた、

いわゆる買い物弱者対策にもつながり、市民

生活の質の向上につながっていくと私は思い

ます。

三沢市の地域公共交通の将来像について市

の御見解をお伺いします。

続きまして、一般質問の第２点目、三沢市

立第五中学校の姉妹校交流への支援について

お伺いします。

三沢市立第五中学校と姉妹校である台湾台

北市立天母国民中学との交流については、平

成２８年第３回定例会において、春日洋子議

員が市の国際交流事業として進めていくべき

とし、その支援のあり方について質問され、

答弁内容は、市の方針として総合振興計画の

中にも明記しており、予算面、人事の面も含

めて検討したいと思いますということであり

ました。

第五中学校と天母国民中学は、２０００年

に交流を開始し、翌年、姉妹校の締結をし、

１８年間の交流を続けてきました。この交流

は、時として三沢市の支援をいただきなが

ら、第五中学校の生徒の皆さん、教職員、Ｐ

ＴＡ関係者、地域住民、そしてＰＴＡのＯＢ

や賛同者等で組織される梅桜友の会により、

いわゆる手弁当で支えられてきました。近年

は、交流を継続させていくため、無理をせず
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にできることをやっていきましょうというこ

とで、隔年で訪問・受け入れの交流が続けら

れてきました。

ことしも７月に、天母国民中学から生徒２

２名、校長、保護者をはじめ学校関係者２０

名が三沢市を訪れ、市長表敬訪問、五中生徒

による歓迎式やＰＴＡ主催のバーベキュー、

五中生と学校給食を一緒に食べ、折り紙、福

笑い、けん玉、だるま落としなどの日本文化

を体験するとともに、五中生の家庭での２日

間のホームステイなどを通じて友情を育み、

さらなる友好を深めたところであります。

いわゆる訪日教育旅行は、日本の子供たち

にとっては海外に行かずに異文化に触れる絶

好の機会にもなりますが、この交流はそのよ

うな機会の創出につながっており、まさに国

際理解教育だと私は思います。

台湾の公用語は北京語でありますが、台湾

は子供たちの英語教育にもとても熱心であり

まして、昨年、天母国民中学を訪問した五中

生は、文化祭での体験発表で、英語で会話が

できた喜びを熱く語っていたことが今でも脳

裏から離れません。

このように、子供たちのための１８年の交

流は、お互いにとって有意義な、そしてなく

てはならない交流・存在であることを素直に

物語っていると思います。

また、昨今のインバウンドの視点として、

日本政策投資銀行東北支店の発表によれば、

台湾本県認知度東北トップの５２.６％で台

湾からの誘客拡大、定期チャーター便就航で

本県製造業者台湾での取引拡大目指すという

新聞記事。

台湾は日本に近く、何より最親日国家でも

あります。東日本大震災のときは、いち早く

三沢市に支援の手を差し伸べてくれたこと

は、いまだ記憶に新しいところであります。

そこで、この第五中学校と天母国民中学と

の１８年という歳月の重さを将来の発展に向

けた大きな礎として、これまでの交流によっ

て醸成されてきた国際理解教育の環境を今後

も子供たちが享受できるよう、さらにはイン

バウンドの視点による観光交流人口拡大や経

済交流も見据え、姉妹校交流継続の中で不足

していること、困っていることを行政として

支援していく必要があると考えております。

そして、さらに言えば、第五中学校を国際

交流・国際理解教育の推進校として位置づけ

ることで、三沢市の子供たちが豊かな国際感

覚を身につける一助となるのではないかと考

えているところでもあります。また、そうい

う実績を積んできた学校であると言っても過

言ではないと思います。

ここで、台湾の学校との姉妹校交流が契機

となり、交流が発展し続けている、むつ市の

例を紹介したいと思います。

市町村合併前の旧川内町立川内中学校と台

湾陽明国民中学の姉妹校交流を引き継ぐ形

で、次代を担う中学生と陽明国民中学との交

流を通して、国際感覚豊かでグローバル社会

に対応できる人材の育成を図ることを目的

に、ことしは大湊中学校との交流ということ

でしたが、むつ市内の中学校との友好交流事

業をむつ市教育委員会が主催して実施してお

り、その友好交流はことしで３０年を迎えた

ということであります。

以上、るる申し上げてまいりましたが、三

沢市が第五中学校の姉妹校交流を支援するこ

とが交流継続の力強い後押しとなり、認知度

が高まり、ひいてはその交流が市内の全中学

校に広がり、安定的な交流継続と国際理解教

育の推進により、世界で活躍できる人材の育

成につながるなど、波及効果も大いに期待さ

れると考えております。市の御見解をお伺い

します。

以上で、私の一般質問を終わらせていただ

きます。御答弁のほどをよろしくお願い申し

上げます。

○副議長（太田博之君） ただいまの佐々木

卓也議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの佐々木議

員御質問の地域公共交通の将来像については
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私から、第五中学校の姉妹都市交流への支援

については教育長からお答えをさせますの

で、御了承願いたいと存じます。

市では、平成２８年３月、将来の公共交通

のあり方を検討するとともに、持続可能な地

域公共交通体系の構築に向けた取り組みを図

るため、三沢市地域公共交通網形成計画を策

定いたしました。この計画では、目指す将来

像に対する課題や問題点の抽出と、その課題

に対する必要な施策の展開を掲げております

が、この計画に基づき、これまでのバス停な

どの利用者環境の整備や利用促進に向けたＰ

Ｒ活動を行っており、今後は三つの路線再編

と運賃体系の見直しを進めていくことといた

しております。

路線再編の具体的な内容につきましては、

まず一つ目として駅シャトル線を他の路線と

統合すること、二つ目として北部地区の北浜

線と北浜木崎野線について、路線の再編と運

行ダイヤの見直しを行うこと、三つ目として

東部地区の大津前平線を市立三沢病院を起点

とした三川目、鹿中等を循環する路線に変更

するとともに、一部路線の重なるビードル線

を増便することとしております。この三つの

路線の再編については、三沢市地域公共交通

会議において、本年１０月１日から施行・実

施することで承認をいただいております。

また、運賃体系の見直しにつきましては、

既に北部地区及び東部地区において企画乗車

券を導入することで格差の緩和に取り組んで

おり、今後は同一区間に異なる運賃体系が混

在している問題を解消するため、来年度予定

されている消費税増税時に合わせて料金改定

を検討することにいたしております。

なお、当市の地域公共交通の再構築につい

て、京丹後市の事例を御紹介いただきました

が、この事例は地域公共交通の成功例として

大変参考になるものと考えております。

当市といたしましては、目指す将来像であ

る市民の生活、交流、まちの活力を捉え、愛

される公共交通の実現に向け、まずは三沢市

地域公共交通網形成計画に基づく施策を実行

し、それに対する評価あるいは検証、見直し

及び改善することにあわせて、京丹後市の先

進事例についても調査研究を行い、市民によ

りわかりやすく利用しやすい公共交通体系の

構築に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

私からは、以上であります。

○副議長（太田博之君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 佐々木議員御質問

の２点目、三沢市立第五中学校の姉妹校交流

の支援についてお答えをいたします。

第五中学校の姉妹校交流は、２０００年・

平成１２年に当時の第五中学校の校長と台湾

台北市立天母国民中学の関係者との出会いか

ら始まり、第五中学校の国際交流に賛同する

地域住民や保護者等で組織をする支援団体・

梅桜友の会の協力のもと、翌年には学校間で

姉妹校締結がなされ、ことしで１８年目の長

きにわたる交流が行われていると伺っており

ます。

この交流は、日本と台湾両国が同じアジア

圏で、歴史的にも非常に良好な関係にあるこ

とを基盤に、両校の中学生たちが相互訪問に

よるホームステイ等を通じ、英語、日本語、

中国語などの異なる言語でさまざまな手段を

工夫しながら異文化体験、異文化交流に励

み、国際的感覚を養う場としてすばらしい取

り組みであると思っているところでありま

す。

御質問の第五中学校の姉妹校交流の支援に

ついてでありますが、教育委員会といたしま

しては、市内各校の教育環境を整え、教育活

動の充実に努めることが教育委員会の使命で

あることから、これまで同様、三沢市への表

敬訪問の際のお世話はもとより、学校、保護

者、子供たちに困り感や不安感が生じないよ

う当該校と十分に話し合い、その思いに即し

て関係課、校長会等と連携を図りながら第五

中学校に対する可能な限り支援を行うととも

に、市内各中学校に交流が拡大できるよう市

内各校と検討してまいりたいと考えていると

ころであります。
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以上でございます。

○副議長（太田博之君） 佐々木議員。

○３番（佐々木卓也君） 御答弁ありがとう

ございました。

まず、公共交通の将来像についてというこ

とで、ことし１０月からの改正、北部地区で

すとか東部地区、いろいろと改正が行われる

ということで、市民の皆様の声が届いて利便

性の向上につながっていると思います。今後

とも公共交通会議等において議論されて、市

民に利便性の高い、とにかくそういう公共交

通の実現に向けて取り組んでいただきたいと

思います。

そして、私が質問の中でちょっと申し上げ

たのが、京丹後市のこともすごく参考にして

いただけるということで大変うれしく思いま

すが、京丹後市の取り組み、これはとにかく

私が思うに持続可能な地域公共交通の実現、

これはとにかく利便性を向上させて利用者を

ふやすことが第一義だと考えておりますの

で、このことについてもう一度お考えを伺い

たいと思います。

○副議長（太田博之君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 再質問にお答え

いたします。

京丹後市の取り組みにつきましては、資料

などを拝見いたしまして、大変参考になる事

例だと考えております。引き続き、三沢市に

どのように活用できるかということを調査研

究していきたいと思います。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 佐々木議員。

○３番（佐々木卓也君） ありがとうござい

ました。どうぞよろしくお願いいたします。

それでは、第五中学校の姉妹校交流への支

援についてということで、前向きな御答弁と

私は受けとめました。ありがとうございま

す。

まず、来年、今度は五中生が台湾のほうを

訪問することになっています。いろいろな教

育環境を整えた上でということで、ほかの学

校にも広げていきたいというふうな、校長会

等を通じてというふうなお話もありました。

そういうことで、このことについてとにかく

教育委員会として早急に、来年に向けてはど

んなことができるかというのが、今お答えで

きるでしょうか。それについてちょっとお答

えできましたらお願いしたいと思います。

○副議長（太田博之君） 教育長。

○教育長（冨田 敦君） 佐々木議員の再質

問にお答えをいたします。

第五中学校の台湾との国際交流事業につい

ての、差し当たり次年度はどのようなことが

できるのかということについてのお話でござ

いました。

先ほども申し上げましたが、教育委員会の

使命といたしましては、各学校の教育環境を

整えて教育活動の充実に努めることが私ども

の大きな使命でございますので、まずは第五

中学校の関係者といいましょうか、校長先生

を中心に、学校からどのような困り感がある

のかというのを早急に聞き取りといいましょ

うか、御相談、協議をしたいと思っておりま

す。

あわせて、それに即して各学校のほうに、

議員からお話しいただきましたけれども、そ

れが各学校にお話をして、それが拡大できる

ものかどうか。それぞれの学校の課題もある

し、学校で抱えているものもございますの

で。ただ。第五中学校の実情、またはこうい

うような考えということはお話をできるかと

思います。あわせて、その中で三沢市の校長

会としてはどのような対応ができるのかとい

うのを協議をしていきたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 以上で、佐々木卓

也議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

加澤明議員の登壇を願います。

加澤議員。

○８番（加澤 明君） 市民クラブの加澤明

です。通告に従いまして一般質問をさせてい

ただきます。
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今定例会最後の一般質問で市長の政治姿勢

について質問することに、私自身、身を引き

締めて端的に質問をさせていただきます。

種市市長は、平成１９年６月１９日に初就

任以来、連続３期の当選を果たし、１２年目

を迎えておりますが、これは三沢市民が種市

市長の行政や手腕を高く評価したあかしだと

私は思います。

市長はこの間、独掌鳴らずの精神を唱え、

市民と一緒に幸せの種をまこうをキャッチフ

レーズに市民とともに歩み、誠実性を重視

し、市政運営をされてきたことが市民に高く

評価され、現在に至っているのではないで

しょうか。

しかし、それは至難の道の始まりであった

と思います。初就任の平成１９年度の市財政

の実質公債費比率は２０％、２５％を超える

と起債が制限されることもあり、対策を講じ

なければ、近い将来は赤字も予想されるほど

でした。

また、平成２３年３月１１日には、東日本

大震災が発生し、当市においても死亡者２

名、三沢漁港の壊滅的な被害など、被害総額

では７８億円以上の甚大な被害を受けるな

ど、険しい道のりでした。

そのような中、市民目線の数々の政策を打

ち出しながらも、平成２９年には実質公債費

比率も１１％に回復しております。

また、平成２０年度からは、わんぱく家族

米支給事業を開始するなど、学校給食セン

ターを併用した農産物加工施設の完成、南

ニュータウンの造成・販売、第１配水場の整

備、国際交流スポーツセンターの完成、来年

春には子ども館・三沢キッズセンターそらい

えのオープン、現在進行中の三沢駅前広場複

合施設建設工事など、ほかにも多くの事業を

成功させ、進めているのも、紛れもない事実

であります。

また、この間、協働のまちづくりを重視し

て、市民提案事業を推進していく政策を実践

しております。これも市民とともに歩む政策

の一つです。

私は、与党議員として、種市市長が市民や

市政発展のために、一貫して市民目線を崩さ

ず行政の運営を行い、職務に邁進する姿を見

て、大変感動しております。

そこで、質問いたしますが、自身を評価す

るのは答弁しづらいかと思いますが、あえて

市長御自身が現時点で今までの市政運営をど

のように総括し評価され、来年の６月１６日

の任期満了までの１０カ月余りの政治運営を

どのようにかじをとり推進するのかを伺いま

す。

また、来年６月の次期市長選については、

６月の定例記者会見などで去就についての質

問に、そういう時期が来たのかな、後援会や

市議会の皆さんと相談して、その上で市政に

停滞があっては許されないので、十分に考え

て態度を明確にするとおっしゃっております

が、そのタイミングは今ではないでしょう

か。そして、市長として市民や議会に態度を

明確にする場所が、この場所ではないでしょ

うか。

また、このまま判断が長引いたり、直前の

政治判断では、市民に不安や臆測だけが先行

してしまい、本来、市民とともに歩んだ種市

市政にとっては不本意なことと思います。

市長は、市政は市民のためにあるとおっ

しゃっております。ならば、市政運営の安定

を考えるなら、今この時期に英断されること

が望ましいと考えますし、市長としての責務

だと思います。

種市市長、今定例会において次期市長選に

向けた去就の御意思を明確にしていただくよ

うにお伺いいたします。

以上、壇上からの質問を終わります。答弁

をよろしくお願いいたします。

○副議長（太田博之君） ただいまの加澤明

議員の質問に対する答弁を求めます。

市長。

○市長（種市一正君） 加澤議員御質問の政

治姿勢についてお答えをいたします。

ただいま身に余るお言葉をいただき、大変

ありがたいと感謝をしておりますが、恐縮に
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も存じております。

私自身、評価につきましては、これはおっ

しゃるように市民が行うものであり、控えさ

せていただきたいと思いますが、就任時から

の私なりの思いを述べさせていただきたいと

思います。

平成１９年６月に市民の皆様の負託を受け

て市長に就任させていただきました。

私は、毎年、正月の２日には書き初めを書

いているわけであります。市長に就任した年

の正月に書いた言葉は「箸よく盥水を回す」

であります。この言葉の意味は、たらいの水

をあの細い箸で水を回しますけれども、なか

なか初めは回らない。しかし、何回も続ける

ことで、だんだんと回り出して、しまいには

大きく渦を巻いて回り出す。一見、余り変化

がない行動でも、やはり続けることによって

少しずつ形状が生まれ、気づかないうちに大

きな力となり変化が生まれる、そういうこと

であります。

つまり、何事も一生懸命やれば、必ず結果

は出るのだという強い思いと信念を持ち、独

掌鳴らずの精神で市民とともに歩む道でよい

のを目指し、就任１年目に策定した三沢市総

合振興計画の基本理念として「人とまち み

んなで創る 国際文化都市」を掲げ、市民福

祉の向上と市政発展のために全力で走ってま

いったつもりであります。

思い返しますと、市長に就任して間もない

ころに職員から市の財政状況について説明を

受けた際、このままでは赤字になると聞き、

これは大変なことだと、市民のサービス低下

があってはならない。即座に危機感を持ちま

した。

このような中、一方では、三沢市市立病院

の新築移転事業やアメリカ村の再編といった

ビッグプロジェクトを実現しなければならな

かったことから、これまでの行政手法のまさ

に運営型から経営型へと方向の転換が必要で

はないかと考え、まず真っ先に取り組んだこ

とは、行財政改革などによる財政の健全化で

ありました。

議員からもお話がございましたように、地

方債の発行許可基準の指標であります実質公

債費比率、就任時では２０％であったものを

毎年着実に減らすことができ、現在では１１

％になったほか、基金残高につきましても大

幅にふやすことができるなど、健全な財政運

営が実現できたものと自負しております。

また、平成２３年３月に未曾有の災害をも

たらした東日本大震災では、被災者の再建を

第一に掲げ、早期復旧と創造性のある復興に

全力を傾注いたしました。また、このときに

何億円にも上る専決処分をして、議員の皆様

に大変な心配をおかけしたことも思い出して

おります。

近年でありますが、障害の有無に関係なく

誰もが安心して暮らせる地域社会の実現を目

指し、ソフト・ハード両面からの施策を実施

してまいりました。その結果、一例としてカ

ナダのウィルチェアーラグビーチームの東京

オリンピック・パラリンピック事前キャンプ

の誘致に成功し、まさに三沢共生社会に向け

て大きく動き出しております。

また、少子高齢化の進展に伴う人口減少対

策として、子供の医療給付事業の所得制限撤

廃、三沢キッズセンターそらいえの建設整備

事業、定住促進事業、さらには三沢駅周辺地

域のにぎわい創出及び交通結節点の円滑化を

図るための三沢駅前広場整備事業など、財政

の健全化を見据えつつも市民目線に立った事

業を一歩一歩着実に、そして堅実に市政を進

めてきたところであります。

これもひとえに市民の皆様をはじめ議員各

位の御理解と御指導、御協力によるものであ

りまして、この場をおかりしまして衷心より

感謝申し上げたいと思います。

次に、任期満了までの市政運営をどのよう

に推進するのかにつきましては、言うまでも

ありませんが、本年４月にスタートした、い

わゆる第二次三沢市総合振興計画の基本理念

であります「未来へつなぐ 心安らぐ 国際

文化都市」の実現と、市民の皆様がまさに三

沢に住んでよかった、これまでも、これから
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も住み続けたいと思っていただけるよう、こ

れまで同様に市民とともに歩む政治姿勢のも

とに全身全霊で職務を遂行してまいります。

最後に、次期市長選に向けた私の意思につ

きましては、早いもので、そういう時期が来

たのかなと改めて感じました。

私の思いはただ一つであります。それは、

市民の幸せであります。その思いは、就任時

から現在、そして今後も変わることがござい

ません。

いずれにいたしましても、市政に停滞が

あってはならないわけでありますので、後援

会等をはじめ、できるだけ早い時期に態度を

明確にしてお示しをしたいと考えております

ので、御理解を賜りますようにお願いを申し

上げます。

以上であります。

○副議長（太田博之君） 加澤議員。

○８番（加澤 明君） 大変ありがとうござ

います。

私も議員になって十数年たちます。市長の

政治運営は、よさは即決、決断力の速さ、そ

して実行力、これが数々の業績を成功させ、

市職員も一丸となって進んだ結果だと思いま

す。私は、そこの部分に非常に高く評価する

ものですし、尊敬もいたします。

今、市長のほうから御丁寧に答弁いただき

ました。私は質問でも書いておりましたが、

３カ月前に定例記者会見の中で市長の御意思

を伺ったインタビューがありました。それと

今回の私の質問もほぼ同じ結果に終わってお

ります。それがどうだこうだということは言

いません。

ただ、三沢市を船に例えれば、市長は船長

です。急なかじ取りをすれば、船も転覆す

る。車も同じです。急なハンドルを切れば、

事故が起こります。ですから、私は市民のた

めに、できるだけ早い時期に、４期目を目指

すのかどうするのか、それを決断していただ

きたいと。その結論は私が決めることでもあ

りませんし、市長御自身が決めることだと

思っています。

そこで、私は、いま一度市長にお伺いした

いのです。確かに近々に決めなければならな

いことなのですけれども、例えば年度、こと

しじゅう、そういう形ではどのような思いで

考えておられますか。これを最後に質問して

終わりたいと思います。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） いつの時点でと、こ

ういう話であります。

私は申し上げているように、近いうちにと

申し上げました。ですから、そのことはどの

程度かということはあると思いますが、近い

うちにということを尊重して、早く態度を決

めたいと、このように思っています。よろし

くお願いします。

○副議長（太田博之君） 以上で、加澤明議

員の質問を終わります。

これをもって、一般質問を終わります。

─────────────────

◎日程第 ２ 認定第 １号から

日程第１７ 議案第６０号まで

○副議長（太田博之君） 次に、日程第２

認定第１号平成２９年度三沢市一般会計歳入

歳出決算認定についてから日程第１７ 議案

第６０号三沢市道路占用料徴収条例の一部を

改正する条例の制定についてまでを一括議題

といたします。

─────────────────

◎日程第１８ 総括質疑

○副議長（太田博之君） 日程第１８ ただ

いま一括議題といたしました全議案に対し、

総括質疑を行いますが、通告がありませんの

で、総括質疑を終結します。

─────────────────

◎日程第１９ 特別委員会の設置及

び議案の付託

○副議長（太田博之君） 日程第１９ 特別

委員会の設置及び議案の付託を行います。

お諮りします。

ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、１６名をもって構成
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する決算審査特別委員会、８名をもって構成

する予算審査特別委員会、同じく８名をもっ

て構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ

設置し、これに付託の上、慎重に行いたいと

思いますが、これに御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（太田博之君） 御異議なしと認め

ます。

よって、決算審査特別委員会、定数１６

名、予算審査特別委員会、定数８名、条例等

審査特別委員会、定数８名をそれぞれ設置

し、これに付託することに決しました。

それでは、議案の付託を行います。

決算審査特別委員会には、認定第１号から

認定第９号までの計９件を、予算審査特別委

員会には、議案第５４号から議案第５６号ま

での計３件を、条例等審査特別委員会には、

議案第５７号から議案第６０号までの計４件

をそれぞれ付託します。

─────────────────

◎日程第２０ 特別委員会委員の選

任

○副議長（太田博之君） 日程第２０ 特別

委員会の委員の選任を行います。

ただいま設置されました３特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。

なお、特別委員会委員の方々は、次の休憩

中に委員長、副委員長をそれぞれ互選し、議

長まで報告願います。

また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、はじめに、決算審査特別委員

会を大会議室において、引き続き、予算審査

特別委員会を大会議室、条例等審査特別委員

会を第２会議室において、それぞれ願いま

す。

この際、委員会開催のため、暫時休憩しま

す。

午後 ２時２２分 休憩

────────────────

午後 ２時２８分 再開

○副議長（太田博之君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

先ほど設置されました３特別委員会の委員

長、副委員長の互選の結果を報告します。

決算審査特別委員会委員長、森三郎委員、

副委員長加澤明委員。予算審査特別委員会委

員長、瀬崎雅弘委員、副委員長、遠藤泰子委

員。条例等審査特別委員会委員長、春日洋子

委員、副委員長、田嶋孝安委員とそれぞれ決

しました。

─────────────────

○副議長（太田博之君） 以上で、本日の日

程は終了しました。

なお、明日から１２日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１３日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

午後 ２時２９分 散会


